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公 開 買 付 説 明 書 
 

 本説明書により行う公開買付けは、金融商品取引法（昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。）第二章の

二第一節の規定の適用を受けるものであり、本説明書は金融商品取引法第27条の９の規定により作成されたものであ

ります。 

 

【届出者の氏名又は名称】 株式会社村田製作所 

【届出者の住所又は所在地】 京都府長岡京市東神足１丁目10番１号 

【最寄りの連絡場所】 東京都渋谷区渋谷３丁目29番12号 

【電話番号】 （０７５）９５５－６５２０ 

【事務連絡者氏名】 財務部長  渡邊 直 

【代理人の氏名又は名称】 該当事項はありません 

【代理人の住所又は所在地】 該当事項はありません 

【最寄りの連絡場所】 該当事項はありません 

【電話番号】 該当事項はありません 

【事務連絡者氏名】 該当事項はありません 

【縦覧に供する場所】 株式会社村田製作所 

（京都府長岡京市東神足１丁目10番１号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 

 （注１） 本書中の「公開買付者」および「当社」とは、株式会社村田製作所をいいます。 

 （注２） 本書中の「対象者」とは、東光株式会社をいいます。 

 （注３） 本書中の記載において計数が四捨五入または切捨てされている場合、合計として記載される数値は計数

の総和と必ずしも一致しません。 

 （注４） 本書中の「法」とは、金融商品取引法（昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。）をいいます。 

 （注５） 本書中の「令」とは、金融商品取引法施行令（昭和40年政令第321号。その後の改正を含みます。）を

いいます。 

 （注６） 本書中の「府令」とは、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令（平成２年

大蔵省令第38号。その後の改正を含みます。）をいいます。 

 （注７） 本書中の記載において、日数または日時の記載がある場合は、特段の記載がない限り、日本国における

日数または日時を指すものとします。 

 （注８） 本書中の「営業日」とは、行政機関の休日に関する法律（昭和63年法律第91号。その後の改正を含みま

す。）第１条第１項各号に掲げる日を除いた日をいいます。 

 （注９） 本書中の「株券等」とは、株式についての権利を指します。 
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第１【公開買付要項】 

１【対象者名】 

東光株式会社  

  

２【買付け等をする株券等の種類】 

普通株式  

  

３【買付け等の目的】 

(1）本公開買付けの概要  

 当社は、対象者との間で、平成24年３月22日付で「資本・業務提携に関する合意書」（以下「既存資本業務提携

合意書」といいます。）を締結し、対象者との間で業務提携を開始し、同年４月９日、既存資本業務提携合意書に

基づき対象者から第三者割当により発行する新株および転換社債型新株予約権付社債を引き受け、本書提出日現

在、対象者の普通株式（以下「対象者株式」といいます。）10,582,000株（対象者が平成26年２月13日に公表した

平成25年12月期決算短信に記載された平成25年12月31日現在の発行済株式総数108,122,646株から同決算短信に記

載された同日現在対象者が所有する自己株式数1,380,575株を除いた株式数106,742,071株に占める割合（以下、自

己株式を控除して算出される株式の所有割合を「所有割合」といいます。）にして9.91％（小数点以下第三位を四

捨五入。以下、所有割合の計算において同じ）。なお、当社が保有する対象者の転換社債型新株予約権付社債のす

べて（対象者第６回無担保転換社債型新株予約権付社債（引受総数30個、当該引受による潜在株式数7,575,757

株、以下「本新株予約権付社債」といいます。））を転換（以下「本転換」といいます。）した後（本転換後の発

行済株式総数から自己株式数1,380,575株を除いた114,317,828株）の所有割合（以下「本転換後所有割合」といい

ます。）にして15.88％）を所有しております。両社は、その後、当社が対象者を連結子会社化することにより事

業上の提携を一層強化することで、両社の企業価値を向上させることを目的として、平成25年２月13日付「株式会

社村田製作所および東光株式会社の資本業務提携の強化に関する合意書締結のお知らせ」（以下「平成25年２月13

日付プレスリリース」といいます。）記載のとおり、同日開催の両社の取締役会決議に基づき、資本業務提携の強

化に関する合意書（以下「本資本業務提携合意書」といいます。）を締結し、国内外の競争法に基づき必要な一定

の手続および対応等を終えること等を条件として本書の提出に係る公開買付け（以下「本公開買付け」といいま

す。）を実施することを予定しておりました。また、当社と対象者は、平成26年２月13日付プレスリリース「資本

業務提携の強化に関する変更合意書の締結のお知らせ（平成25年２月13日付「資本業務提携の強化に関する合意書

締結のお知らせ」の一部変更に係るお知らせ）」（以下「平成26年２月13日付プレスリリース」といいます。）に

記載のとおり、同日開催の両社の取締役会決議に基づき、本資本業務提携合意書の内容を一部変更する変更合意書

（以下「本変更合意書」といいます。）を締結しました（注１）。本資本業務提携合意書（本変更合意書における

変更内容を含みます。）の概要については、下記「(3）本公開買付けに関する重要な合意等」をご参照ください。

 今般、国内外の競争法に基づき本公開買付け前に必要な一定の手続および対応が完了したことを受けて、当社

は、本資本業務提携合意書に定める本公開買付けの実施のための前提条件が充足されたことを確認し、当社による

対象者の連結子会社化を目的として、本公開買付けを平成26年２月14日より開始することを決議いたしました。な

お、当社は、下記「(4）本公開買付価格の公正性を担保するための措置および利益相反を回避するための措置等本

公開買付けの公正性を担保するための措置」の「① 当社による独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の

取得」記載のとおり、本公開買付けにおける対象者株式の買付け等の価格（以下「本公開買付価格」といいま

す。）を、平成26年２月13日開催の取締役会において、平成25年２月13日に決定した本公開買付けの予定価格（以

下「本公開買付予定価格」といいます。）である１株当たり300円から、１株当たり400円に引き上げることを決議

しております。  

 本書提出日現在、対象者株式は株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）市場第一部に

上場しておりますが、当社は、本公開買付け成立後も引き続き対象者株式の上場を維持しながら資本提携関係をで

きる限り強化する方針であることから、買付予定数の上限を57,519,000株（本転換後所有割合にして50.32％。な

お、本公開買付けにより当該57,519,000株の買付け等を行った後に当社が所有することとなる本転換後の対象者株

式（75,676,757株）の本転換後所有割合にして66.20％）（注２）としており、応募株券等の総数が買付予定数の

上限を超える場合は、その超える部分の全部または一部の買付けは行わず、法第27条の13第５項および府令第32条

に規定するあん分比例の方式により、株券等の買付けに係る受渡しその他の決済を行います。他方、買付予定数の

下限は設定しておりませんので、応募株券等の総数が買付予定数の上限以下の場合は、応募株券等の全部の買付け

を行います。  

 なお、対象者が平成26年２月13日に公表した「株式会社村田製作所による当社株券に対する公開買付けに関する

意見表明のお知らせ」（以下「対象者プレスリリース」といいます。）によれば、対象者は、平成25年２月13日開

催の対象者の取締役会において、当社と対象者の経営・技術・生産に関わる情報を相互に開示し、両社の経営資源
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を有効に活用して更なる事業シナジーを創出するためには、より強固な資本関係のもと同一グループ会社として協

力していくことが必要との判断に至ったことに加え、当社および対象者から独立したみずほ証券株式会社（以下

「みずほ証券」といいます。）から平成25年２月12日に受領した対象者の株式価値の算定書（以下「平成25年２月

対象者株式価値算定書」といいます。）等を踏まえたうえで、慎重な協議および検討を行った結果、本公開買付け

は対象者の企業価値を向上させるものであると判断し、対象者取締役全５名の全員一致で、本公開買付けが実施さ

れた場合には本公開買付けに賛同する予定であるとともに、本公開買付予定価格は対象者の株主の皆様に対して合

理的な価格により対象者株式の売却機会を提供するものであると判断し、対象者の株主の皆様が本公開買付けに応

募することを推奨する予定としたい旨の決議を行ったとのことです。また、対象者の監査役は、監査役３名が全員

出席し、いずれも、対象者の取締役会がかかる意見を表明する予定であることについて異議を申し述べなかったと

のことです。ただし、本公開買付けは、下記「(3）本公開買付けに関する重要な合意等」に記載のとおり一定の事

項を条件として開始される予定であり、本公開買付けの開始までに一定の時間がかかることが予想されるため、上

記取締役会においては、本公開買付けが開始される時点で、改めて協議の上本公開買付けに関する意見表明を行う

ことをあわせて決議したとのことです。  

 対象者プレスリリースによれば、下記「(4）本公開買付価格の公正性を担保するための措置および利益相反を回

避するための措置等本公開買付けの公正性を担保するための措置」の「② 対象者における独立した第三者算定機

関からの株式価値算定書の取得」記載のとおり、その後、対象者は、平成26年２月３日に公開買付者より本公開買

付価格その他の条件についての協議・交渉再開の申し入れを受け、本資本業務提携合意書に基づき、公開買付者と

の間で本公開買付価格その他の条件についての協議・交渉を再開したとのことです。また、対象者は、平成25年２

月13日付プレスリリースによる本公開買付けの実施予定の公表から11ヶ月以上の期間が経過し、その後の市場環境

の変化を考慮する必要があることから、本公開買付価格の適正性を改めて判断するため、その参考資料としてみず

ほ証券より対象者の株式価値算定書を平成26年２月12日付で受領しているとのことです（以下「平成26年２月対象

者株式価値算定書」といいます。）。なお、対象者は、みずほ証券から本公開買付価格の公正性に関する意見（フ

ェアネス・オピニオン）は取得していないとのことです。  

 そして、対象者は、みずほ証券の平成26年２月対象者株式価値算定書、当社および対象者から独立した法務アド

バイザーである鳥飼総合法律事務所からの法的助言を踏まえ、平成26年２月13日開催の対象者取締役会において、

本公開買付けの諸条件について改めて慎重に協議したとのことです。その結果、対象者の取締役会は、本公開買付

けの成立を前提とした安定した資本関係に基礎をおきつつ、当社との間でより強固な提携関係を構築することが対

象者の企業価値を高め、ひいては株主価値向上に資するものと判断し、本公開買付けに賛同する旨、および、本公

開買付価格は下記のとおり、みずほ証券による算定結果のうち、市場株価基準法、類似会社比較法及びＤＣＦ法に

基づく算定結果の上限を上回るものであり、対象者の株主の皆様に対して合理的な価格により対象者株式の売却機

会を提供するものであると判断し、対象者の株主の皆様に対して本公開買付けに応募することを推奨する旨を取締

役全５名の全員一致により決議をしたとのことです。また、当該取締役会に出席した監査役（監査役３名全員出

席）は、いずれも、対象者の取締役会が本公開買付けに賛同するとともに対象者の株主の皆様に対して本公開買付

けに応募することを推奨する旨の意見を表明することについて、異議を申し述べなかったとのことです。  

 また、対象者プレスリリースによれば、対象者は、平成18年６月29日開催の第65期定時株主総会において「当社

株式の大規模買付行為への対応方針」（買収防衛策）を導入し、平成25年３月28日開催の第72期定時株主総会にお

いてこれを更新しましたが、本公開買付けに関しては、平成25年２月13日開催の対象者の取締役会においてこれを

承認し、本公開買付けが、同買収防衛策に規定する大規模買付行為には該当しないこととする旨を決議していると

のことです。  
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（注１） 平成26年２月13日付プレスリリース記載のとおり、当社と対象者は、本資本業務提携合意書において、

対象者の平成26年３月開催の定時株主総会において、取締役の任期を１年に変更する旨の定款変更議案

を上程する旨の合意を当初しておりましたが、当該定款変更議案については、本公開買付けの成立を条

件として、対象者の平成26年３月開催の定時株主総会終了後、最初に開催される株主総会（臨時株主総

会を含みます。）において上程する旨を、本変更合意書において合意しております。  

（注２） 本資本業務提携合意書において、当社および対象者は、本転換後かつ自己株式控除後の発行済株式総数

に対する議決権の割合で66.60％に相当する株式数を、本公開買付けの上限とすることに合意しており

ましたが、平成26年２月13日付プレスリリース記載のとおり、当該上限については、対象者の直近の株

主名簿に記載される発行済株式総数、自己株式数および単元未満株式数を計算の前提とし、本転換後の

発行済株式総数から対象者が所有する自己株式を控除した後の議決権（当該議決権の計算上において単

元未満株式は考慮しない）の66.60％に相当する株式数を意味することを、本変更合意書において確認

しました。これを、平成25年12月31日現在の対象者の発行済株式総数（108,122,646株）、自己株式数

（1,380,575株）および単元未満株式数（687,646株）を前提に計算した場合、本転換後の発行済株式総

数（115,698,403株）から自己株式数（1,380,575株）を除き、さらに単元未満株式数（同日現在の単元

未満株式687,646株から同日現在の対象者の保有する単元未満自己株式575株を控除した687,071株）を

除いた株式数に付与される総議決権113,630個（単元未満株式を除く113,630,000株に付与される議決

権）の66.60％に相当する株式数（75,677,000株）が、合意された上限株式数となり、当該株式数より

当社が本書提出日現在に所有する対象者の普通株式（10,582,000株）および本新株予約権付社債の潜在

株式（7,575,757株）を減じ、１単元未満を切り捨てた57,519,000株（本転換後所有割合にして

50.32％）を、本公開買付けによる買付予定数の上限としております。  

  

(2）本公開買付けの目的および背景並びに本公開買付け成立後の経営方針  

 当社は、村田昭により昭和19年 京都市中京区にて創業され、昭和25年に株式会社に改組し、現在、当社グルー

プは当社ならびに連結子会社79社および持分法適用関連会社１社で構成されています。当社は、「Innovator in 

Electronics®」をスローガンとして掲げ、時代とともに要求が高度化していくエレクトロニクス業界において、独

創的な製品を開発・製造・販売することで、高度情報化社会の発展に貢献してきました。  

 現在、当社は急成長するスマートフォン、タブレット市場等を中核市場と位置づけ、材料技術やモジュール技

術、生産技術をベースに積層セラミックコンデンサや無線モジュールといった高機能・高付加価値の部品を開発、

生産し、グローバルに販売しています。また、新興国市場での生産・販売や、自動車向けや環境・エネルギー向

け、ヘルスケア向けといった新規市場にも展開し、需要が急拡大する地域や、より参入障壁が高い事業領域におい

ても確固たる地歩を築きつつあります。  

 製品ラインアップにおいては、世界の最先端市場で要求される技術力や納入実績を持つ企業と手を組んで隣接領

域のコア技術を取り込む、いわゆる「にじみだし」戦略を採用し、小型化・省電力化・高速化に代表される顧客の

あくなき技術革新要求に新たなソリューションを提供することで、需要を創造し続けています。  

 一方、対象者は、昭和30年に株式会社東光ラジオコイル研究所として設立され、真空管式ポータブルラジオ用コ

イル、世界初のトランジスタラジオ用ＩＦＴの開発生産を開始しました。後の昭和39年に東光株式会社に社名変更

を行い、現在、対象者グループは対象者ならびに連結子会社22社で構成されています。対象者は、同じくエレクト

ロニクス業界において、中核技術として持つ磁性体材料および巻き線テクノロジーを駆使した革新的なコイルを創

出し続け、社会の発展に貢献しています。対象者の製品はテレビ、ゲーム等のＡＶ機器、携帯電話、スマートフォ

ン等の通信機器、パソコン等の情報機器、およびカーオーディオ等の車載機器に幅広く採用されております。最近

においては、他社に先駆け独創的なコイルの開発、量産化に成功し、そのコイルを採用したスマートフォン等のポ

ータブルデバイスにおいて、小型化・省エネルギー化・軽薄化を実現し、世界の主要顧客から高い評価を受けてい

ます。また、自動車向け等の新たな製品開発や用途開拓も進めています。  

 このような状況下、両社はお互いの強みを相互に活用することで社会の発展に貢献し、ひいては両社の企業価値

向上に資するべく、両社間で平成24年３月22日付で既存資本業務提携合意書を締結し、業務提携を開始しました。

また同年４月９日、当社は当該合意書に基づき、対象者から第三者割当により発行した新株（普通株式10,582,000

株、１株あたり発行価額189円）および本新株予約権付社債（総額1,500百万円、引受総数30個、潜在株式数

7,575,757株）を引き受けました。  

 その後両社は、①相互協力によるパワーインダクタの拡販、②次世代パワーインダクタの共同開発・販売、③顧

客ニーズの深耕と新たな製品の開発・生産・販売等について協議を重ねてまいりましたが、経営・技術・生産に関

わる情報を相互に開示し、両社の有する経営資源を有効に活用して更なる事業シナジーを創出するためには、より

強固な資本関係のもと同一グループ会社として、協力していくことが必要であるとの判断に至ったことから、両社

は平成25年２月13日付で本資本業務提携合意書を締結し、国内外の競争法に基づき一定の手続および対応等を条件

として本公開買付けを実施することを決議いたしました（本資本業務提携合意書の概要については、後記「(3）本
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公開買付けに関する重要な合意等」をご参照ください。）。  

 今回の資本業務提携により、両社では以下のような事業シナジーの追及が可能になります。  

● 対象者に期待されるシナジー  

① 当社の販売網を活用し、対象者商材をグローバルに拡販する。世界のリードカスタマーに対し、対象者商

材のマーケティング・企画・開発を行う  

② 当社が保有する、電子部品に関わる様々なコア技術・知見や、経営管理ノウハウを対象者の製品開発・製

造・品質管理・採算管理等に活用し、高機能化・高付加価値化をはかる  

③ 当社の生産設備の内製ノウハウを対象者に供与し、生産性の向上、コスト競争力の強化をはかる  

● 当社に期待されるシナジー  

① 市場で高いシェアを誇る対象者の最先端のメタルアロイ製品を武器に、両社にとっての新規顧客を開拓

し、売上拡大をはかる  

② 対象者の持つ、高度な巻き線および磁性材料技術を応用し、高機能で付加価値の高い電子部品を創出する

③ 対象者の持つ、海外ローカル人材による生産オペレーションのノウハウを共有し、生産の効率化を図る  

 本公開買付けを経て対象者は当社の上場連結子会社となる予定ですが、本公開買付け成立後も対象者は自由闊達

な企業風土を維持し、電源事業、車載事業、高周波事業で掲げられた事業戦略を引き続き推進するとともに、当社

との連携を更に深め、事業シナジーの創出と両社の企業価値向上に向け、協業を推進する予定です。  

 なお、当社は、本公開買付けの成立後、対象者に対して臨時株主総会を開催するよう要請し、かかる臨時株主総

会（平成26年夏頃までに開催予定）において、対象者の全取締役の過半数となる最小限の員数となる取締役および

監査役１名を当社より指名する予定です。  

  

(3）本公開買付けに関する重要な合意等  

 両社は、平成25年２月13日付で本資本業務提携合意書を締結し、また、平成26年２月13日付で本変更合意書を締

結しています。本資本業務提携合意書の概要（本変更合意書における変更内容を含みます。）は以下のとおりで

す。  

(a）本資本業務提携合意書の目的と概要  

 両社は、既存資本業務提携合意書に基づく資本業務提携関係をより一層強化することにより、両社の企業価値

を最大化させることを究極の目的として、本資本業務提携合意書を締結する。両社は、資本提携強化を目的とし

て、対象者の発行する株券等に対して本公開買付けを行うことにより対象者の議決権の過半数の取得を目指すも

のとする。本公開買付けが成立した場合には、既存資本業務提携合意書において合意した業務提携の内容を、本

資本業務提携合意書に基づいてさらに強化する。既存資本業務提携合意書は本公開買付けの決済日（以下「本決

済日」という。）をもって効力を失うものとする。  

(b）本業務提携強化の内容  

 両社は、本公開買付けの成立を条件として、既存の業務提携を下記の内容に強化する。詳細については、両社

間で誠実に協議の上、別途取り決めを行う。  

① 既存資本業務提携合意書において合意された下記の項目の具体化  

・当社と対象者の相互協力によるパワーインダクタ販売拡大  

・次世代パワーインダクタの共同開発と販売  

・共同で新たな顧客ニーズを発掘し、その要求を満たすインダクタ関連製品を両社が連携して開発・生産・

販売していくこと。  

② 相互の販売チャンネルの有効活用  

③ 相互の事業運営の融合による事業の効率化  

④ 相互の保有する技術およびノウハウの共有とこれによる共同開発の推進  

(c）対象者の賛同等  

① 対象者は、本公開買付けの開始が決定された場合、本公開買付けに賛同し、株主に対して応募を推奨する旨

を決議の上、当該賛同意見を公表する（同日付での適時開示による公表のほか、意見表明報告書の提出を含

む。）ものとし、これを撤回または変更しない。ただし、対象者の取締役の善管注意義務違反となる蓋然性が

高いと認められる場合にはこの限りではない。  

② 対象者は、本公開買付けを対象者の大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）における大規模買付行為か

ら除外するものとし、その旨の取締役会決議を行う。  
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(d）本公開買付けの実施、対象者の義務等  

① 当社は、(ⅰ)中華人民共和国を含む国内外の競争法に基づき必要な手続および対応を完了すること、(ⅱ)対

象者の表明および保証が重要な点において真実かつ正確であること（注１）、(ⅲ)対象者の本資本業務提携合

意書に基づく義務に重大な違反が存在しないこと（注２）、(ⅳ)本公開買付けまたは本資本業務提携の実行に

重大な悪影響を及ぼす事由（重大な訴訟、行政機関または税務当局による処分等、地震等の天変地異を含むが

これらに限られない。）が起きていないこと等の諸条件が充足された場合、本公開買付けを実施する。  

② 対象者は、本決済日までの間、当社以外の第三者からの大規模買付行為に対して賛同せず、当社以外の第三

者との間で本資本業務提携またはこれに類似する取引についての勧誘、協議、交渉、合意等を行わない。ただ

し、当該行為を行わないことが対象者の取締役の善管注意義務違反となる蓋然性が高いと認められる場合には

この限りではない。  

③ 対象者は、本決済日までの間、一定の行為（新株発行等対象者株式の所有割合を希薄化させる虞のある行

為、合併等の組織再編、子会社等の買収または売却、剰余金の配当、倒産手続の申立、対象者の主要製品に係

る知的財産権等の処分、その他本公開買付けまたは本資本業務提携の実施に重大な影響を与える可能性のある

行為）については、事前に当社の承諾を得るものとする。ただし、上記行為を行わないことが、対象者の取締

役の善管注意義務違反となる蓋然性が高い場合にはこの限りではない。  

④ 当社が本公開買付けにより対象者の議決権の過半数を取得できなかった場合、当社が希望する場合には、両

社は、当社が対象者の議決権の過半数を取得するための方策について誠実に協議し、議決権の過半数の取得ま

たは追加取得に向けて商業上合理的な範囲の協力を行う。また、当社が本公開買付けにより対象者の議決権の

過半数を取得できなかった場合、対象者が希望する場合には、両社は、対象者の経営体制を含む本資本業務提

携の内容を、当社の対象者株式の保有割合に応じたものとすべく、誠実に協議するものとする。  

（注１） 本資本業務提携合意書において、対象者は、(ⅰ)対象者の設立の適法性および存続の有効性ならびに

本資本業務提携合意書の締結および履行に必要な権限の存在、(ⅱ)本資本業務提携合意書の義務の履

行に必要な社内手続の履践、(ⅲ)本資本業務提携合意書の適法かつ有効な締結、(ⅳ)本資本業務提携

合意書の法的拘束力および強制執行可能性、(ⅴ)発行済株式および新株予約権付社債の適法かつ有効

な発行、(ⅵ)対象者の財務諸表の正確性、(ⅶ)重大な影響を及ぼす紛争の不存在、(ⅷ)開示された情

報の正確性、(ⅸ)対象者の事業遂行のために必要な許認可等の有効な存続について、表明および保証

を行っております。  

（注２） 本資本業務提携合意書において、対象者が、当社の事前の同意なく、(ⅰ)新株等の発行、(ⅱ)株式の

併合または分割、(ⅲ)企業再編行為、(ⅳ)自己株式の取得または処分、(ⅴ)剰余金の配当、(ⅵ)子会

社または関連会社の買収または売却、(ⅶ)倒産手続の申立て、(ⅷ)対象者の主要製品に係る知的財産

権の処分、(ⅸ)その他本公開買付けまたは資本業務提携の実施に重大な影響を与える可能性のある行

為を行うことは、本資本業務提携合意書に基づく義務の重大な違反に該当するものとされています。

また、本資本業務提携合意書において、対象者は、(a)当社以外の第三者との間で当社との資本業務

提携又はこれに類似する取引についての勧誘、協議、交渉、合意等を一切行わない義務、(b)対象者

による表明および保証または本資本業務提携合意書上の義務違反が生じた場合の通知義務、(c)未公

表事実を認識した場合の公表義務を負っております。但し、上記の(ⅰ)から(ⅸ)及び(a)について

は、対象者の取締役の善管注意義務違反となる蓋然性が高い場合はこの限りではないと定めておりま

す。  

(e）本公開買付け後の経営体制  

① 対象者は、本公開買付け成立後最初に開催される定時株主総会または臨時株主総会において、全取締役の過

半数となる最小限の員数につき当社が指名する者を候補者とする取締役選任議案、および、当社が指名する監

査役１名を候補者とする監査役選任議案を上程するものとする。  

② 対象者は、平成26年３月開催の定時株主総会終了後、最初に開催される株主総会（臨時株主総会を含む。）

において、取締役の任期を１年に変更する旨の定款変更議案を上程するものとする。  

③ 本公開買付け成立後、対象者は、上記(d)③に記載する一定の行為については、事前に当社の承諾を得るも

のとする。ただし、上記行為を行わないことが、対象者の取締役の善管注意義務違反となる蓋然性が高い場合

にはこの限りではない。  
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(f）本公開買付け後の対象者株式の追加取得または処分  

① 当社は、本公開買付け成立後、対象者株式を追加取得する場合には、原則として事前に対象者に通知するも

のとする。ただし、本公開買付けの上限（本転換後所有割合にして66.20％）を超える追加取得については事

前に対象者の承諾を得るものとする。  

② 当社は、本公開買付け成立後１年間は、対象者の承諾なく、対象者株式につき譲渡その他の処分を行わない

ものとする。本公開買付け成立後１年経過後、対象者株式につき譲渡その他の処分（公開買付けへの応募およ

び入札による売却を除く）を行う際は、事前に対象者に通知し、対象者からの提案を含めて両社にて協議する

ものとする。  

(g）上場維持  

 両社は、合理性が認められない場合を除き、本公開買付け成立後も対象者が上場を維持することを確認する。

(h）雇用体系  

 両社は、合理性が認められない場合を除き、本公開買付け成立後も対象者における本資本業務提携合意書の締

結日時点の雇用を継続し、労働条件を維持する。  

(i）商号およびブランドの維持  

 両社は、本公開買付け成立後も、対象者が従来の商号およびブランドを維持することを確認する。ただし、当

社が対象者製品を販売する場合の当該製品のブランドについてはこの限りではない。  

(j）本資本業務提携合意の終了  

① 当社または対象者は、本決済日までの間、(ⅰ)相手方の表明保証した事項が重要な点において真実かつ正確

でない場合、(ⅱ)相手方の本資本業務提携合意書に基づく義務に重大な違反があり10営業日以内に当該違反が

是正されない場合、(ⅲ)本公開買付けの前提条件が平成26年３月末日までに充足されない場合または(ⅳ)相手

方において法的倒産手続等が開始された場合等の一定の事由が生じた場合、本資本業務提携合意書を解除する

ことができる。  

② 当社が、本公開買付けを法定の事由に従い撤回した場合、本資本業務提携合意書は当然に終了する。  

③ 当社または対象者は、本決済日以後、(ⅰ)相手方の本資本業務提携合意書に基づく義務に重大な違反があり

10営業日以内に当該違反が是正されない場合、(ⅱ)本資本業務提携の目的を達成することが不可能または著し

く困難になる事由が発生した場合、(ⅲ)相手方について法的倒産手続等が開始された場合、本資本業務提携合

意書を解除することができる。  

  

(4）本公開買付価格の公正性を担保するための措置および利益相反を回避するための措置等本公開買付けの公正性を

担保するための措置  

 当社および対象者は、本公開買付けの公正性を担保する観点から、以下のような措置を実施いたしました。な

お、以下の記載のうち対象者において実施した措置については、対象者から受けた説明に基づくものです。  

① 当社による独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得  

 当社は、平成25年２月13日開催の取締役会において、本公開買付予定価格を１株当たり300円と決定いたしま

したが、その後の市場環境の変化を踏まえて、平成26年２月13日開催の取締役会において、本公開買付価格を、

平成25年２月13日開催の取締役会で決定した公開買付予定価格である１株当たり300円から、400円へと引き上げ

ることを決定しております。かかる一連の決定に際して、当社は、野村證券株式会社（以下「野村證券」といい

ます。）に対して、財務アドバイザーとしての助言を依頼し、また、ベーカー＆マッケンジー法律事務所を法務

アドバイザーとして選任し、同事務所による法的助言を得ております。  

 本公開買付予定価格の決定にあたっては、当社および対象者から独立した第三者算定機関である野村證券に対

して、対象者の株式価値の算定を依頼いたしました。野村證券は、本公開買付けにおける算定手法を検討した結

果、市場株価平均法、類似会社比較法およびディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（以下「ＤＣＦ法」と

いいます。）の各手法を用いて対象者の株式価値の算定を行い、当社は野村證券から平成25年２月12日に対象者

の株式価値に関する株式価値算定書（以下「平成25年２月公開買付者株式価値算定書」といいます。）を取得い

たしました。なお、当社は野村證券から、本公開買付予定価格の公正性に関する意見書（フェアネス・オピニオ

ン）を取得しておりません。  

 平成25年２月公開買付者株式価値算定書によると、採用した手法および当該手法に基づいて算定された対象者

株式の１株当たりの株式価値の範囲は以下のとおりです。  

市場株価平均法：207円～227円  

類似会社比較法：173円～187円  

ＤＣＦ法   ：254円～337円  

 市場株価平均法では、平成25年２月８日を算定基準日として、対象者株式の東京証券取引所市場第一部におけ

る基準日終値222円、直近１週間の終値単純平均値227円（小数点以下四捨五入。以下、終値の単純平均値の計算

において同じ。）、直近１ヶ月間の終値単純平均値223円、直近３ヶ月間の終値単純平均値212円、直近６ヶ月間
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の終値単純平均値207円を基に、対象者株式の１株当たりの価値の範囲は、207円から227円までと分析しており

ます。  

 類似会社比較法では、対象者と比較的類似する事業を手掛ける上場会社の市場株価や収益性等を示す財務指標

との比較を通じて、対象者の株式価値を算定し、対象者株式の１株当たりの価値の範囲は、173円から187円まで

と分析しております。  

 ＤＣＦ法では、対象者の事業計画における収益や投資計画、一般に公開された情報等の諸要素等を前提とし

て、対象者が平成25年12月期以降において創出すると見込まれるフリー・キャッシュ・フローを、一定の割引率

で現在価値に割り引いて対象者の企業価値や株式価値を分析し、対象者株式の１株当たりの価値の範囲は、254

円から337円までと分析しております。なお、上記ＤＣＦ法の算定の基礎となる事業計画では、戦略商品の順調

な拡大、自動化推進による生産性改善等による売上高の増加やコスト削減効果により、大幅な増益を見込んでい

る事業年度が含まれております。  

 当社は、野村證券から取得した平成25年２月公開買付者株式価値算定書の算定結果を参考として、当社におい

て実施した対象者に対する買収監査（デュー・ディリジェンス）の結果、過去の発行者以外の者による株券等の

公開買付けの事例において買付け等の価格決定の際に付与されたプレミアムの実例、対象者の取締役会による本

公開買付けへの賛同の可否、対象者株式の市場株価の動向および本公開買付けの応募の見通し等を総合的に勘案

し、平成25年２月13日開催の取締役会において、本公開買付予定価格を１株当たり300円と決定いたしました。 

 しかしながら、平成25年２月13日付プレスリリースにおいて本公開買付けを実施する予定を公表した後、当社

は国内外の競争法に基づき、本公開買付けを開始するための必要な準備を進めてまいりましたが、対象者の市場

株価および株式市況全体について、平成25年２月13日以降一定程度の上昇が認められることを踏まえつつ、平成

25年２月13日から11ヶ月以上の期間が経過していることを勘案し、本資本業務提携合意書に基づき、平成26年２

月３日から、対象者との間で本公開買付価格その他の条件についての協議・交渉を再開いたしました。そして当

該協議・交渉の結果、当社は、平成25年２月13日以降の対象者株式の市場株価の動向、本公開買付けの応募の見

通し、過去の発行者以外の者による株券等の公開買付けの事例において買付け等の価格決定の際に付与されたプ

レミアムの実例および対象者の取締役会による本公開買付けへの賛同の可否等を総合的に勘案し、平成26年２月

13日開催の取締役会において、本公開買付価格を、平成25年２月13日付プレスリリースにおいて決定した公開買

付予定価格である１株当たり300円から、400円へと引き上げることを決定いたしました。また、当社は本公開買

付価格を再決定するにあたり、野村證券から平成26年２月12日に対象者の株式価値に関する株式価値算定書（以

下「平成26年２月公開買付者株式価値算定書」といいます。）を取得し、参考としております。なお、当社は野

村證券から、本公開買付価格の公正性に関する意見書（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません。  

 平成26年２月公開買付者株式価値算定書によると、採用した手法および当該手法に基づいて算定された対象者

株式の１株当たりの株式価値の範囲は以下のとおりです。  

市場株価平均法：324円～344円  

類似会社比較法：279円～494円  

ＤＣＦ法   ：342円～443円  

 市場株価平均法では、平成26年２月10日を算定基準日として、対象者株式の東京証券取引所市場第一部におけ

る基準日終値332円、直近１週間の終値単純平均値324円、直近１ヶ月間の終値単純平均値339円、直近３ヶ月間

の終値単純平均値344円、直近６ヶ月間の終値単純平均値341円を基に、対象者株式の１株当たりの価値の範囲

は、324円から344円までと分析しております。  

 類似会社比較法では、対象者と比較的類似する事業を手掛ける上場会社の市場株価や収益性等を示す財務指標

との比較を通じて、対象者の株式価値を算定し、対象者株式の１株当たりの価値の範囲は、279円から494円まで

と分析しております。  

 ＤＣＦ法では、対象者の事業計画における収益や投資計画、一般に公開された情報等の諸要素等を前提とし

て、対象者が平成26年12月期以降において創出すると見込まれるフリー・キャッシュ・フローを、一定の割引率

で現在価値に割り引いて対象者の企業価値や株式価値を分析し、対象者株式の１株当たりの価値の範囲は、342

円から443円までと分析しております。なお、上記ＤＣＦ法の算定の基礎となる事業計画では、戦略商品の順調

な拡大、自動化推進による生産性改善等による売上高の増加やコスト削減効果により、大幅な増益を見込んでい

る事業年度が含まれております。  

 なお、本公開買付価格である１株当たり400円は、当社および対象者が本資本業務提携合意書の締結および本

公開買付けに係る公表をした平成25年２月13日の前営業日である平成25年２月12日の対象者株式の東京証券取引

所市場第一部における終値219円に対して82.65％（小数点以下第三位四捨五入。以下プレミアムの計算において

同じ。）、平成25年２月12日までの直近１週間の終値単純平均値225円に対して77.78％、平成25年２月12日まで

の直近１ヶ月の終値単純平均値223円に対して79.37％、平成25年２月12日までの直近３ヶ月の終値単純平均値

213円に対して87.79％および平成25年２月12日までの直近６ヶ月の終値単純平均値207円に対して93.24％のプレ

ミアムを加えた金額となります。  
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 また、本公開買付価格である１株当たり400円は、本公開買付けの開始についての公表日である平成26年２月

13日の前営業日である平成26年２月12日の対象者株式の東京証券取引所市場第一部における終値337円に対して

18.69％、平成26年２月12日までの直近１週間の終値単純平均値330円に対して21.21％、平成26年２月12日まで

の直近１ヶ月の終値単純平均値339円に対して17.99％、平成26年２月12日までの直近３ヶ月の終値単純平均値

344円に対して16.28％および平成26年２月12日までの直近６ヶ月の終値単純平均値341円に対して17.30％のプレ

ミアムを加えた金額となります。  

 なお、本公開買付価格である１株当たり400円は、本書提出日の前営業日である平成26年２月13日の東京証券

取引所市場第一部における対象者株式の終値328円に対して21.95％のプレミアムを加えた金額となります。  

 また、当社は、平成24年４月９日、対象者から第三者割当により発行する普通株式10,582,000株を１株あたり

発行価額189円にて引き受けておりますが、当該発行価額はあくまで当時の市場環境を前提として決定されたに

すぎず、当該株式の取得からすでに１年10ヶ月近くの期間が経過し、株式評価の前提となる市場環境および対象

者の業績に変動が生じていることから、本公開買付価格の決定に際しては、当該発行価額は考慮しておりませ

ん。  

  

② 対象者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得  

 対象者プレスリリースによれば、対象者は当社が提示した本公開買付価格に対する意思決定の過程における公

正性を担保すべく、そのための措置の一つとして、当社および対象者の関連当事者には該当しない、独立した第

三者算定機関であるみずほ証券に対して、対象者の株式価値の算定を依頼し、みずほ証券より、平成25年２月対

象者株式価値算定書を平成25年２月12日に取得したとのことです（なお、対象者は、みずほ証券から本公開買付

予定価格の公正性に関する意見（フェアネス・オピニオン）は取得していないとのことです。）。  

 対象者プレスリリースによれば、みずほ証券は、対象者が提供した財務情報および財務予測等に基づき、一定

の前提および条件の下で、対象者株式価値につき分析したとのことです。みずほ証券は、市場株価基準法、類似

会社比較法およびＤＣＦ法の各手法を用いて対象者の普通株式の株式価値の算定を行ったとのことです。平成25

年２月対象者株式価値算定書における各手法による対象者の株式価値の算定結果は以下のとおりとのことです。

すなわち、市場株価基準法では、平成25年２月12日を基準日として、東京証券取引所市場第一部における対象者

の普通株式の基準日株価219円、過去１ヵ月間の終値平均株価223円、過去３ヵ月間の終値平均株価213円および

過去６ヵ月間の終値平均株価207円を基に、１株当たりの株式価値の範囲を207円から223円と算定しているとの

ことです。  

 類似会社比較法では、上場会社の中から対象者と事業内容等が比較的類似する企業の市場株価や収益性等を示

す財務指標との比較を通じて対象者の株式価値を評価し、１株当たりの株式価値の範囲を123円から152円と分析

しているとのことです。  

 ＤＣＦ法では、対象者の平成25年12月期以降の事業計画に基づく収益予測や投資計画等、合理的と考える前提

を考慮した上で、対象者が将来生み出すと見込まれるフリー・キャッシュ・フローを事業リスクに応じた適切な

割引率で現在価値に割り引いて株式価値を評価し、１株当たりの株式価値の範囲を211円から310円までと算定し

ているとのことです。なお、上記ＤＣＦ法の算定の基礎となる事業計画では、戦略商品の順調な拡大、自動化推

進による生産性改善等による売上高の増加やコスト削減効果により、大幅な増益を見込んでいる事業年度が含ま

れているとのことです。  

 対象者プレスリリースによれば、その後、対象者は、平成26年２月３日に公開買付者より本公開買付価格その

他の条件についての協議・交渉再開の申し入れを受け、本資本業務提携合意書に基づき、公開買付者との間で本

公開買付価格その他の条件についての協議・交渉を再開したとのことです。また、対象者は、平成25年２月13日

付プレスリリースによる本公開買付けの実施予定の公表から11ヵ月以上の期間が経過し、その後の市場環境の変

化を考慮する必要があることから、本公開買付価格の適正性を改めて判断するため、その参考資料としてみずほ

証券より平成26年２月対象者株式価値算定書を平成26年２月12日付で受領しているとのことです。なお、対象者

は、みずほ証券から本公開買付価格の公正性に関する意見（フェアネス・オピニオン）は取得していないとのこ

とです。  

 対象者プレスリリースによれば、みずほ証券は、対象者が提供した財務情報および財務予測等に基づき、一定

の前提および条件の下で、対象者株式価値につき分析したとのことです。みずほ証券は、市場株価基準法、類似

会社比較法およびＤＣＦ法の各手法を用いて対象者の普通株式の株式価値の算定を行ったとのことです。平成26

年２月対象者株式価値算定書における各手法による対象者の株式価値の算定結果は以下のとおりとのことです。

すなわち、市場株価基準法では、平成26年２月12日を基準日として、東京証券取引所市場第一部における対象者

の普通株式の基準日株価337円、過去１ヵ月間の終値平均株価339円、過去３ヵ月間の終値平均株価344円および

過去６ヵ月間の終値平均株価341円を基に、１株当たりの株式価値の範囲を337円から344円と算定しているとの

ことです。  

 類似会社比較法では、上場会社の中から対象者と事業内容等が比較的類似する企業の市場株価や収益性等を示
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す財務指標との比較を通じて対象者の株式価値を評価し、１株当たりの株式価値の範囲を247円から342円と分析

しているとのことです。  

 ＤＣＦ法では、対象者の事業計画における収益や投資計画、一般に公開された情報等の諸要素等を前提とし

て、対象者が平成26年12月期以降において創出すると見込まれるフリー・キャッシュ・フローを、一定の割引率

で現在価値に割り引いて対象者の企業価値や株式価値を算定し、対象者普通株式の１株当たりの価値の範囲は、

283円から375円までと分析しているとのことです。  

 なお、上記ＤＣＦ法の算定の基礎となる事業計画については、対象者が平成26年２月13日に公表した中期計画

（当該中期計画の詳細については、対象者の平成26年２月13日付「中期計画（2014-2016）に関するお知らせ」

をご参照ください。）の連結数値目標の達成を前提としており、平成27年12月期においては、戦略商品の順調な

拡大による売上高の増加、自動化推進による生産性改善等によるコスト削減に加え、借入金返済等に伴う利息費

用の減少により、平成26年12月期対比で大幅な増益を見込んでいるとのことです。  

 当該事業計画においては、時代を先取りした製品開発の推進、戦略商品および車載市場向け製品に対する積極

投資の実施を見込んでいるとのことです。加えて、当社との協業による収益拡大を図ると共に、自動化による更

なる生産性向上と工場再編およびサプライチェーンマネジメントの見直し等による徹底したコスト削減を確実に

実行し、平成28年12月期に売上高440億円、営業利益率で12％を見込んでいるとのことです。  

  

③ 対象者における独立した法律事務所からの助言  

 対象者プレスリリースによれば、対象者は、意思決定の方法・過程における公正性・適正性を確保するため、

当社および対象者から独立した法務アドバイザーである鳥飼総合法律事務所から、本公開買付けに関する対象者

取締役会の意思決定の方法・過程について、法的助言を受けているとのことです。  

  

④ 対象者における取締役および監査役全員の承認  

 対象者プレスリリースによれば、本公開買付けに関する意見については、平成26年２月13日開催の取締役会に

おいて、対象者の取締役全５名の全員一致により決議したとのことです。  

 対象者は、平成25年２月13日開催の対象者の取締役会において、当社と対象者の経営・技術・生産に関わる情

報を相互に開示し、両社の経営資源を有効に活用して更なる事業シナジーを創出するためには、より強固な資本

関係のもと同一グループ会社として協力していくことが必要との判断に至ったことに加え、みずほ証券から平成

25年２月12日に受領した平成25年２月対象者株式価値算定書等を踏まえたうえで、慎重な検討および協議を行っ

た結果、本公開買付けは対象者の企業価値を向上させるものであると判断し、対象者取締役全５名の全員一致

で、本公開買付けが実施された場合には本公開買付けに賛同する予定であるとともに、本公開買付予定価格は対

象者の株主の皆様に対して合理的な価格により対象者株式の売却機会を提供するものであると判断し、対象者の

株主の皆様が本公開買付けに応募することを推奨する予定としたい旨の決議を行ったとのことです。  

 また、当該取締役会に出席した監査役（監査役３名全員出席）は、いずれも、対象者取締役会が本公開買付け

が実施された場合には本公開買付けに賛同するとともに公開買付けが実施された場合には対象者の株主の皆様に

対して本公開買付けに応募することを推奨する旨の意見を表明する予定であることについて、異議を申し述べて

いないとのことです。ただし、本公開買付けは、上記「(3）本公開買付けに関する重要な合意等」に記載のとお

り一定の事項を条件として開始される予定であり、本公開買付けの開始までに一定の時間がかかることが予想さ

れるため、上記取締役会においては、本公開買付けが開始される時点で、改めて協議の上本公開買付けに関する

意見表明を行うことをあわせて決議したとのことです。なお、上記の取締役及び監査役には利害関係を有する者

はおりません。  

 対象者プレスリリースによれば、その後、対象者は、平成26年２月３日に公開買付者より本公開買付価格その

他の条件についての協議・交渉再開の申し入れを受け、本資本業務提携合意書に基づき、公開買付者との間で本

公開買付価格その他の条件についての協議・交渉を再開したとのことです。また、対象者は、平成25年２月13日

付プレスリリースによる本公開買付けの実施予定の公表から11ヵ月以上の期間が経過し、その後の市場環境の変

化を考慮する必要があることから、本公開買付価格の適正性を改めて判断するため、その参考資料としてみずほ

証券より平成26年２月対象者株式価値算定書を平成26年２月12日付で受領しているとのことです。なお、対象者

は、みずほ証券から本公開買付価格の公正性に関する意見（フェアネス・オピニオン）は取得していないとのこ

とです。  

 対象者プレスリリースによれば、みずほ証券は、対象者が提供した財務情報および財務予測等に基づき、一定

の前提および条件の下で、対象者株式価値につき分析したとのことです。みずほ証券は、市場株価基準法、類似

会社比較法およびＤＣＦ法の各手法を用いて対象者の普通株式の株式価値の算定を行いました。算定書における

各手法による対象者株式の１株当たりの株式価値の算定結果は以下のとおりとのことです。  

 市場株価基準法では、平成26年２月12日を算定基準日として、対象者普通株式の東京証券取引所市場第一部に

おける基準日終値337円、直近１ヶ月間の終値単純平均値339円、直近３ヶ月間の終値単純平均値344円、直近６
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ヶ月間の終値単純平均値341円を基に対象者普通株式の１株当たりの価値の範囲は、337円から344円までと分析

しているとのことです。  

 類似会社比較法では、上場会社の中から対象者と事業内容等が比較的類似する企業の市場株価や収益性等を示

す財務指標との比較を通じて対象者の株式価値を評価し、１株当たりの株式価値の範囲を247円から342円と分析

しているとのことです。  

 ＤＣＦ法では、対象者の事業計画における収益や投資計画、一般に公開された情報等の諸要素等を前提とし

て、対象者が平成26年12月期以降において創出すると見込まれるフリー・キャッシュ・フローを、一定の割引率

で現在価値に割り引いて対象者の企業価値や株式価値を算定し、対象者普通株式の１株当たりの価値の範囲は、

283円から375円までと分析しているとのことです。  

 なお、上記ＤＣＦ法の算定の基礎となる事業計画については、対象者が平成26年２月13日に公表した中期計画

（当該中期計画の詳細については、対象者の平成26年２月13日付「中期計画（2014-2016）に関するお知らせ」

をご参照ください。）の連結数値目標の達成を前提としており、平成27年12月期においては、戦略商品の順調な

拡大による売上高の増加、自動化推進による生産性改善等によるコスト削減に加え、借入金返済等に伴う利息費

用の減少により、平成26年12月期対比で大幅な増益を見込んでいるとのことです。  

 当該事業計画においては、時代を先取りした製品開発の推進、戦略商品および車載市場向け製品に対する積極

投資の実施を見込んでいるとのことです。加えて、当社との協業による収益拡大を図ると共に、自動化による更

なる生産性向上と工場再編およびサプライチェーンマネジメントの見直し等による徹底したコスト削減を確実に

実行し、平成28年12月期に売上高440億円、営業利益率で12％を見込んでいるとのことです。  

 そして、対象者は、公開買付者との間で公開買付価格その他の条件に関する協議・交渉を継続し、その結果、

公開買付者は、平成26年２月７日に、本公開買付価格を400円に引き上げた上で本公開買付けを実施したい旨の

最終提案を行ったとのことです。かかる提案を受け、対象者は、みずほ証券の平成26年２月対象者株式価値算定

書、鳥飼総合法律事務所からの法的助言を踏まえ、平成26年２月13日開催の対象者取締役会において、本公開買

付けの諸条件について、改めて慎重に協議したとのことです。その結果、対象者取締役会は、本公開買付けの成

立を前提とした安定した資本関係に基礎を置きつつ、当社との間でより強固な提携関係を構築することが、対象

者の企業価値を高め、ひいては株主価値向上に資するものと判断し、本公開買付けに賛同する旨、および、本公

開買付価格は上記のとおり、みずほ証券による算定結果のうち、市場株価基準法、類似会社比較法及びＤＣＦ法

に基づく算定結果の上限を上回るものであり、対象者の株主の皆様に対して合理的な価格により対象者株式の売

却機会を提供するものであると判断し、対象者の株主の皆様に対して本公開買付けに応募することを推奨する旨

を取締役全５名の全員一致により決議をしたとのことです。また、当該取締役会に出席した監査役（監査役３名

全員出席）は、いずれも、対象者取締役会が本公開買付けに賛同するとともに対象者の株主の皆様に対して本公

開買付けに応募することを推奨する旨の意見を表明することについて、異議を申し述べていないとのことです。

なお、上記の取締役及び監査役には利害関係を有する者はおりません。  

 また、対象者プレスリリースによれば、対象者は、平成18年６月29日開催の第65期定時株主総会において「当

社株式の大規模買付行為への対応方針」（買収防衛策）を導入し、平成25年３月28日開催の第72期定時株主総会

においてこれを更新しましたが、本公開買付けに関しては、平成25年２月13日開催の対象者の取締役会において

これを承認し、本公開買付けが、同買収防衛策に規定する大規模買付行為には該当しないこととする旨を決議し

ているとのことです。  

  

(5）本公開買付け後の株券等の取得予定  

 当社は、対象者を連結子会社化することを目的として本公開買付けを実施するため、本公開買付けによってその

目的を達成した場合には、現時点で、本公開買付け後に対象者の株券等を追加で取得することは予定しておらず、

本転換後所有割合が対象者の株券等所有割合にして３分の２以上となること、および本公開買付け後に、再度公開

買付けを行うことは想定しておりません。一方、本公開買付けの結果、当社が対象者の議決権の過半数を取得でき

ずに連結子会社化を直ちに達成できなかった場合、当社は、必要に応じて、本新株予約権付社債の全部または一部

の転換を、本公開買付けにおける買付け等の期間（以下「公開買付期間」といいます。）終了後直ちに行う可能性

はありますが、現時点では未定です。また、当該本新株予約権付社債の転換によっても、当社が対象者の議決権の

過半数を取得できない場合には、当社は対象者との間で、当社が対象者の議決権の過半数を取得するために市場取

引による株式取得、第三者割当増資、自己株式の取得その他の方策について協議することを予定しておりますが、

現時点では、その協議の時期および具体的方策のいずれについても未定です。  
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(6）上場廃止となる見込みおよびその事由  

 本書提出日現在、対象者の普通株式は東京証券取引所市場第一部に上場しておりますが、本公開買付けは対象者

の上場廃止を企図するものではなく、当社は57,519,000株（本転換後所有割合50.32％。なお、本公開買付けによ

り当該57,519,000株の買付け等を行った後に当社が所有することとなる本転換後の対象者株式（75,676,757株）の

本転換後所有割合は66.20％）を上限として本公開買付けを実施いたしますので、対象者の普通株式は、本公開買

付け後も引き続き東京証券取引所市場第一部の上場が維持される予定です。  

  

４【買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の数】 

（１）【買付け等の期間】 

①【届出当初の期間】 
  

  

②【対象者の請求に基づく延長の可能性の有無】 

 法第27条の10第３項の規定により、対象者から公開買付期間の延長を請求する旨の記載がされた意見表明報告

書が提出された場合は、公開買付期間は30営業日、平成26年３月28日（金曜日）までとなります。  

  

③【期間延長の確認連絡先】 

連絡先     株式会社村田製作所  

京都府長岡京市東神足１丁目10番１号  

（075）955－6520  

財務部長  渡邊 直  

確認受付時間  平日９時から17時まで  

  

買付け等の期間  平成26年２月14日（金曜日）から平成26年３月18日（火曜日）まで（23営業日）  

公告日  平成26年２月14日（金曜日）  

公告掲載新聞名  

電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。  

電子公告アドレス  

（http://disclosure.edinet-fsa.go.jp/）  
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（２）【買付け等の価格】 
  

  

株券  普通株式１株につき金400円  

新株予約権証券  －  

新株予約権付社債券  －  

株券等信託受益証券  

（      ）  

－  

株券等預託証券  

（      ）  

－  

算定の基礎   当社は、平成25年２月13日開催の取締役会において、本公開買付予定価格を１株当たり

300円と決定いたしましたが、その後の市場環境の変化を踏まえて、平成26年２月13日開催

の取締役会において、本公開買付価格を、平成25年２月13日開催の取締役会で決定した公開

買付予定価格である１株当たり300円から、400円へと引き上げることを決定しております。

かかる一連の決定に際して、当社は、野村證券に対して、財務アドバイザーとしての助言を

依頼し、また、ベーカー＆マッケンジー法律事務所を法務アドバイザーとして選任し、同事

務所による法的助言を得ております。  

   本公開買付予定価格の決定にあたっては、当社および対象者から独立した第三者算定機関

である野村證券に対して、対象者の株式価値の算定を依頼いたしました。野村證券は、本公

開買付けにおける算定手法を検討した結果、市場株価平均法、類似会社比較法およびＤＣＦ

法の各手法を用いて対象者の株式価値の算定を行い、当社は野村證券から平成25年２月12日

に平成25年２月公開買付者株式価値算定書を取得いたしました。なお、当社は野村證券か

ら、本公開買付予定価格の公正性に関する意見書（フェアネス・オピニオン）を取得してお

りません。  

   平成25年２月公開買付者株式価値算定書によると、採用した手法および当該手法に基づい

て算定された対象者株式の１株当たりの株式価値の範囲は以下のとおりです。  

  市場株価平均法：207円～227円  

  類似会社比較法：173円～187円  

  ＤＣＦ法   ：254円～337円  

   市場株価平均法では、平成25年２月８日を算定基準日として、対象者株式の東京証券取引

所市場第一部における基準日終値222円、直近１週間の終値単純平均値227円、直近１ヶ月間

の終値単純平均値223円、直近３ヶ月間の終値単純平均値212円、直近６ヶ月間の終値単純平

均値207円を基に、対象者株式の１株当たりの価値の範囲は、207円から227円までと分析し

ております。  

   類似会社比較法では、対象者と比較的類似する事業を手掛ける上場会社の市場株価や収益

性等を示す財務指標との比較を通じて、対象者の株式価値を算定し、対象者株式の１株当た

りの価値の範囲は、173円から187円までと分析しております。  

   ＤＣＦ法では、対象者の事業計画における収益や投資計画、一般に公開された情報等の諸

要素等を前提として、対象者が平成25年12月期以降において創出すると見込まれるフリー・

キャッシュ・フローを、一定の割引率で現在価値に割り引いて対象者の企業価値や株式価値

を分析し、対象者株式の１株当たりの価値の範囲は、254円から337円までと分析しておりま

す。なお、上記ＤＣＦ法の算定の基礎となる事業計画では、戦略商品の順調な拡大、自動化

推進による生産性改善等による売上高の増加やコスト削減効果により、大幅な増益を見込ん

でいる事業年度が含まれております。  

   当社は、野村證券から取得した平成25年２月公開買付者株式価値算定書の算定結果を参考

として、当社において実施した対象者に対する買収監査（デュー・ディリジェンス）の結

果、過去の発行者以外の者による株券等の公開買付けの事例において買付け等の価格決定の

際に付与されたプレミアムの実例、対象者の取締役会による本公開買付けへの賛同の可否、

対象者株式の市場株価の動向および本公開買付けの応募の見通し等を総合的に勘案し、平成

25年２月13日開催の取締役会において、本公開買付予定価格を１株当たり300円と決定いた

しました。  
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   しかしながら、平成25年２月13日付プレスリリースにおいて本公開買付けを実施する予定

を公表した後、当社は国内外の競争法に基づき、本公開買付けを開始するための必要な準備

を進めてまいりましたが、対象者の市場株価および株式市況全体について、平成25年２月13

日以降一定程度の上昇が認められることを踏まえつつ、平成25年２月13日から11ヶ月以上の

期間が経過していることを勘案し、本資本業務提携合意書に基づき、平成26年２月３日か

ら、対象者との間で本公開買付価格その他の条件についての協議・交渉を再開いたしまし

た。そして当該協議・交渉の結果、当社は、平成25年２月13日以降の対象者株式の市場株価

の動向、本公開買付けの応募の見通し、過去の発行者以外の者による株券等の公開買付けの

事例において買付け等の価格決定の際に付与されたプレミアムの実例および対象者の取締役

会による本公開買付けへの賛同の可否等を総合的に勘案し、平成26年２月13日開催の取締役

会において、本公開買付価格を、平成25年２月13日付プレスリリースにおいて決定した公開

買付予定価格１株当たり300円から、400円へと引き上げることを決定いたしました。また、

当社は本公開買付価格を再決定するにあたり、野村證券から平成26年２月12日に平成26年２

月公開買付者株式価値算定書を取得し、参考としております。なお、当社は野村證券から、

本公開買付価格の公正性に関する意見書（フェアネス・オピニオン）を取得しておりませ

ん。  

   平成26年２月公開買付者株式価値算定書によると、採用した手法および当該手法に基づい

て算定された対象者株式の１株当たりの株式価値の範囲は以下のとおりです。  

  市場株価平均法：324円～344円  

  類似会社比較法：279円～494円  

  ＤＣＦ法   ：342円～443円  

   市場株価平均法では、平成26年２月10日を算定基準日として、対象者株式の東京証券取引

所市場第一部における基準日終値332円、直近１週間の終値単純平均値324円、直近１ヶ月間

の終値単純平均値339円、直近３ヶ月間の終値単純平均値344円、直近６ヶ月間の終値単純平

均値341円を基に、対象者株式の１株当たりの価値の範囲は、324円から344円までと分析し

ております。  

   類似会社比較法では、対象者と比較的類似する事業を手掛ける上場会社の市場株価や収益

性等を示す財務指標との比較を通じて、対象者の株式価値を算定し、対象者株式の１株当た

りの価値の範囲は、279円から494円までと分析しております。  

   ＤＣＦ法では、対象者の事業計画における収益や投資計画、一般に公開された情報等の諸

要素等を前提として、対象者が平成26年12月期以降において創出すると見込まれるフリー・

キャッシュ・フローを、一定の割引率で現在価値に割り引いて対象者の企業価値や株式価値

を分析し、対象者株式の１株当たりの価値の範囲は、342円から443円までと分析しておりま

す。なお、上記ＤＣＦ法の算定の基礎となる事業計画では、戦略商品の順調な拡大、自動化

推進による生産性改善等による売上高の増加やコスト削減効果により、大幅な増益を見込ん

でいる事業年度が含まれております。  

   なお、本公開買付価格である１株当たり400円は、当社および対象者が本資本業務提携合

意書の締結および本公開買付けに係る公表をした平成25年２月13日の前営業日である平成25

年２月12日の対象者株式の東京証券取引所市場第一部における終値219円に対して82.65％、

平成25年２月12日までの直近１週間の終値単純平均値225円に対して77.78％、平成25年２月

12日までの直近１ヶ月の終値単純平均値223円に対して79.37％、平成25年２月12日までの直

近３ヶ月の終値単純平均値213円に対して87.79％および平成25年２月12日までの直近６ヶ月

の終値単純平均値207円に対して93.24％のプレミアムを加えた金額となります。また、本公

開買付価格である１株当たり400円は、本公開買付けの開始についての公表日である平成26

年２月13日の前営業日である平成26年２月12日の対象者株式の東京証券取引所市場第一部に

おける終値337円に対して18.69％、平成26年２月12日までの直近１週間の終値単純平均値

330円に対して21.21％、平成26年２月12日までの直近１ヶ月の終値単純平均値339円に対し

て17.99％、平成26年２月12日までの直近３ヶ月の終値単純平均値344円に対して16.28％お

よび平成26年２月12日までの直近６ヶ月の終値単純平均値341円に対して17.30％のプレミア

ムを加えた金額となります。  

   なお、本公開買付価格である１株当たり400円は、本書提出日の前営業日である平成26年

２月13日の東京証券取引所市場第一部における対象者株式の終値328円に対して21.95％のプ

レミアムを加えた金額となります。  
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   また、当社は、平成24年４月９日、対象者から第三者割当により発行する普通株式

10,582,000株を１株あたり発行価額189円にて引き受けておりますが、当該発行価額はあく

まで当時の市場環境を前提として決定されたにすぎず、当該株式の取得からすでに１年10ヶ

月近くの期間が経過し、株式評価の前提となる市場環境および対象者の業績に変動が生じて

いることから、本公開買付価格の決定に際しては、当該発行価額は考慮しておりません。  

算定の経緯  （本公開買付価格の決定に至る経緯）  

  ① 算定の際に意見を聴取した第三者の名称  

   当社は本公開買付予定価格を決定するにあたり、当社および対象者から独立した第三者

算定機関である野村證券より提出された平成25年２月公開買付者株式価値算定書を参考に

いたしました。しかしながら、平成25年２月13日付プレスリリースにおいて本公開買付け

を実施する予定を公表した後、当社は国内外の競争法に基づき、本公開買付けを開始する

ための必要な準備を進めてまいりましたが、対象者の市場株価および株式市況全体につい

て、平成25年２月13日以降一定程度の上昇が認められることを踏まえつつ、平成25年２月

13日から11ヶ月以上の期間が経過していることから、当社は、本公開買付けの開始の決定

にあたり、本公開買付価格を変更する必要があるか否かについて野村證券および当社の法

務アドバイザーであるベーカー＆マッケンジー法律事務所とも慎重に協議を行い、協議の

結果、その後の市場環境の変化を考慮する必要があると判断したことから、本公開買付価

格の適正性を改めて判断するため、当社は野村證券から平成26年２月13日に平成26年２月

公開買付者株式価値算定書を取得することといたしました。なお、当社は野村證券から、

本公開買付価格の公正性に関する意見書（フェアネス・オピニオン）を取得しておりませ

ん。  

  ② 当該意見の概要  

   野村證券は、市場株価平均法、類似会社比較法およびＤＣＦ法の各手法を用いて対象者

の株式価値の算定を行っており、各手法において算定された対象者株式の１株当たりの価

値の範囲は以下のとおりです。  

   平成25年２月公開買付者株式価値算定書によると、採用した手法および当該手法に基づ

いて算定された対象者株式の１株当たりの株式価値の範囲は以下のとおりです。  

  市場株価平均法：207円～227円  

  類似会社比較法：173円～187円  

  ＤＣＦ法   ：254円～337円  

   平成26年２月公開買付者株式価値算定書によると、採用した手法および当該手法に基づ

いて算定された対象者株式の１株当たりの株式価値の範囲は以下のとおりです。  

  市場株価平均法：324円～344円  

  類似会社比較法：279円～494円  

  ＤＣＦ法   ：342円～443円  

  ③ 当該意見を踏まえて買付価格を決定するに至った経緯  

   当社は、野村證券から取得した平成25年２月公開買付者株式価値算定書の算定結果を参

考として、当社において実施した対象者に対する買収監査（デュー・ディリジェンス）の

結果、過去の発行者以外の者による株券等の公開買付けの事例において買付け等の価格決

定の際に付与されたプレミアムの実例、対象者の取締役会による本公開買付けへの賛同の

可否、対象者株式の市場株価の動向および本公開買付けの応募の見通し等を総合的に勘案

し、平成25年２月13日開催の取締役会において、本公開買付予定価格を１株当たり300円

と決定いたしました。  
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   しかしながら、平成25年２月13日付プレスリリースにおいて本公開買付けを実施する予

定を公表した後、当社は国内外の競争法に基づき、本公開買付けを開始するための必要な

準備を進めてまいりましたが、対象者の市場株価および株式市況全体について、平成25年

２月13日以降一定程度の上昇が認められることを踏まえつつ、平成25年２月13日から11ヶ

月以上の期間が経過していることを勘案し、本資本業務提携合意書に基づき、平成26年２

月３日から、対象者との間で本公開買付価格その他の条件についての協議・交渉を再開い

たしました。そして当該協議・交渉の結果、当社は、平成25年２月13日以降の対象者株式

の市場株価の動向、本公開買付けの応募の見通し、過去の発行者以外の者による株券等の

公開買付けの事例において買付け等の価格決定の際に付与されたプレミアムの実例および

対象者の取締役会による本公開買付けへの賛同の可否等を総合的に勘案し、平成26年２月

13日開催の取締役会において、本公開買付価格を、平成25年２月13日付プレスリリースに

おいて決定した公開買付予定価格である１株当たり300円から、400円へと引き上げること

を決定いたしました。また、当社は本公開買付価格を再決定するにあたり、野村證券から

平成26年２月12日に平成26年２月公開買付者株式価値算定書を取得し、参考としておりま

す。なお、当社は野村證券から、本公開買付価格の公正性に関する意見書（フェアネス・

オピニオン）を取得しておりません。  

  （対象者における買付け等の価格の公平性を担保するための措置および利益相反を回避する

ための措置等本公開買付けの公正性を担保するための措置）  

  ① 対象者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得  

   対象者プレスリリースによれば、対象者は当社が提示した本公開買付予定価格に対する

意思決定の過程における公正性を担保すべく、そのための措置の一つとして、当社および

対象者の関連当事者には該当しない、独立した第三者算定機関であるみずほ証券に対し

て、対象者の株式価値の算定を依頼し、みずほ証券より、平成25年２月対象者株式価値算

定書を平成25年２月12日に取得したとのことです（なお、対象者は、みずほ証券から本公

開買付予定価格の公正性に関する意見（フェアネス・オピニオン）は取得していないとの

ことです。）。  

   対象者プレスリリースによれば、みずほ証券は、対象者が提供した財務情報および財務

予測等に基づき、一定の前提および条件の下で、対象者株式価値につき分析したとのこと

です。みずほ証券は、市場株価基準法、類似会社比較法およびＤＣＦ法の各手法を用いて

対象者の普通株式の株式価値の算定を行ったとのことです。平成25年２月対象者株式価値

算定書における各手法による対象者の株式価値の算定結果は以下のとおりとのことです。

すなわち、市場株価基準法では、平成25年２月12日を基準日として、東京証券取引所市場

第一部における対象者の普通株式の基準日株価219円、過去１ヵ月間の終値平均株価223

円、過去３ヵ月間の終値平均株価213円および過去６ヵ月間の終値平均株価207円を基に、

１株当たりの株式価値の範囲を207円から223円と算定しているとのことです。  

   類似会社比較法では、上場会社の中から対象者と事業内容等が比較的類似する企業の市

場株価や収益性等を示す財務指標との比較を通じて対象者の株式価値を評価し、１株当た

りの株式価値の範囲を123円から152円と分析しているとのことです。  

   ＤＣＦ法では、対象者の平成25年12月期以降の事業計画に基づく収益予測や投資計画

等、合理的と考える前提を考慮した上で、対象者が将来生み出すと見込まれるフリー・キ

ャッシュ・フローを事業リスクに応じた適切な割引率で現在価値に割り引いて株式価値を

評価し、１株当たりの株式価値の範囲を211円から310円までと算定しているとのことで

す。なお、上記ＤＣＦ法の算定の基礎となる事業計画では、戦略商品の順調な拡大、自動

化推進による生産性改善等による売上高の増加やコスト削減効果により、大幅な増益を見

込んでいる事業年度が含まれているとのことです。  
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   対象者プレスリリースによれば、その後、対象者は、平成26年２月３日に公開買付者よ

り本公開買付価格その他の条件についての協議・交渉再開の申し入れを受け、本資本業務

提携合意書に基づき、公開買付者との間で本公開買付価格その他の条件についての協議・

交渉を再開したとのことです。また、対象者は、平成25年２月13日付プレスリリースによ

る本公開買付けの実施予定の公表から11ヵ月以上の期間が経過し、その後の市場環境の変

化を考慮する必要があることから、本公開買付価格の適正性を改めて判断するため、その

参考資料としてみずほ証券より平成26年２月対象者株式価値算定書を平成26年２月12日付

で受領しているとのことです。なお、対象者は、みずほ証券から本公開買付価格の公正性

に関する意見（フェアネス・オピニオン）は取得していないとのことです。  

   対象者プレスリリースによれば、みずほ証券は、対象者が提供した財務情報および財務

予測等に基づき、一定の前提および条件の下で、対象者株式価値につき分析したとのこと

です。みずほ証券は、市場株価基準法、類似会社比較法およびＤＣＦ法の各手法を用いて

対象者の普通株式の株式価値の算定を行ったとのことです。平成26年２月対象者株式価値

算定書における各手法による対象者の株式価値の算定結果は以下のとおりとのことです。

すなわち、市場株価基準法では、平成26年２月12日を基準日として、東京証券取引所市場

第一部における対象者の普通株式の基準日株価337円、過去１ヵ月間の終値平均株価339

円、過去３ヵ月間の終値平均株価344円および過去６ヵ月間の終値平均株価341円を基に、

１株当たりの株式価値の範囲を337円から344円と算定しているとのことです。  

   類似会社比較法では、上場会社の中から対象者と事業内容等が比較的類似する企業の市

場株価や収益性等を示す財務指標との比較を通じて対象者の株式価値を評価し、１株当た

りの株式価値の範囲を247円から342円と分析しているとのことです。  

   ＤＣＦ法では、対象者の事業計画における収益や投資計画、一般に公開された情報等の

諸要素等を前提として、対象者が平成26年12月期以降において創出すると見込まれるフリ

ー・キャッシュ・フローを、一定の割引率で現在価値に割り引いて対象者の企業価値や株

式価値を算定し、対象者普通株式の１株当たりの価値の範囲は、283円から375円までと分

析しているとのことです。  

   なお、上記ＤＣＦ法の算定の基礎となる事業計画については、対象者が平成26年２月13

日に公表した中期計画（当該中期計画の詳細については、対象者の平成26年２月13日付

「中期計画（2014-2016）に関するお知らせ」をご参照ください。）の連結数値目標の達

成を前提としており、平成27年12月期においては、戦略商品の順調な拡大による売上高の

増加、自動化推進による生産性改善等によるコスト削減に加え、借入金返済等に伴う利息

費用の減少により、平成26年12月期対比で大幅な増益を見込んでいるとのことです。  

   当該事業計画においては、時代を先取りした製品開発の推進、戦略商品および車載市場

向け製品に対する積極投資の実施を見込んでいるとのことです。加えて、当社との協業に

よる収益拡大を図ると共に、自動化による更なる生産性向上と工場再編およびサプライチ

ェーンマネジメントの見直し等による徹底したコスト削減を確実に実行し、平成28年12月

期に売上高440億円、営業利益率で12％を見込んでいるとのことです。  

  ② 対象者における独立した法律事務所からの助言  

   対象者プレスリリースによれば、対象者は、意思決定の方法・過程における公正性・適

正性を確保するため、当社および対象者から独立した法務アドバイザーである鳥飼総合法

律事務所から、本公開買付けに関する対象者取締役会の意思決定の方法・過程について、

法的助言を受けているとのことです。  

  ③ 対象者における利害関係を有しない取締役および監査役全員の承認  

   対象者プレスリリースによれば、本公開買付けに関する意見については、平成26年２月

13日開催の取締役会において、対象者の取締役全５名の全員一致により決議したとのこと

です。  
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   対象者は、平成25年２月13日開催の対象者の取締役会において、当社と対象者の経営・

技術・生産に関わる情報を相互に開示し、両社の経営資源を有効に活用して更なる事業シ

ナジーを創出するためには、より強固な資本関係のもと同一グループ会社として協力して

いくことが必要との判断に至ったことに加え、みずほ証券から平成25年２月12日に受領し

た平成25年２月対象者株式価値算定書等を踏まえたうえで、慎重な検討および協議を行っ

た結果、本公開買付けは対象者の企業価値を向上させるものであると判断し、対象者取締

役全５名の全員一致で、本公開買付けが実施された場合には本公開買付けに賛同する予定

であるとともに、本公開買付予定価格は対象者の株主の皆様に対して合理的な価格により

対象者株式の売却機会を提供するものであると判断し、対象者の株主の皆様が本公開買付

けに応募することを推奨する予定としたい旨の決議を行ったとのことです。  

   また、当該取締役会に出席した監査役（監査役３名全員出席）は、いずれも、対象者取

締役会が本公開買付けが実施された場合には本公開買付けに賛同するとともに公開買付け

が実施された場合には対象者の株主の皆様に対して本公開買付けに応募することを推奨す

る旨の意見を表明する予定であることについて、異議を申し述べていないとのことです。

ただし、本公開買付けは、上記「３ 買付け等の目的」の「(3）本公開買付けに関する重

要な合意等」に記載のとおり一定の事項を条件として開始される予定であり、本公開買付

けの開始までに一定の時間がかかることが予想されるため、上記取締役会においては、本

公開買付けが開始される時点で、改めて協議の上本公開買付けに関する意見表明を行うこ

とをあわせて決議したとのことです。なお、上記の取締役及び監査役には利害関係を有す

る者はおりません。  

   対象者プレスリリースによれば、その後、対象者は、平成26年２月３日に公開買付者よ

り本公開買付価格その他の条件についての協議・交渉再開の申し入れを受け、本資本業務

提携合意書に基づき、公開買付者との間で本公開買付価格その他の条件についての協議・

交渉を再開したとのことです。また、対象者は、平成25年２月13日付プレスリリースによ

る本公開買付けの実施予定の公表から11ヵ月以上の期間が経過し、その後の市場環境の変

化を考慮する必要があることから、本公開買付価格の適正性を改めて判断するため、その

参考資料としてみずほ証券より平成26年２月対象者株式価値算定書を平成26年２月12日付

で受領しているとのことです。なお、対象者は、みずほ証券から本公開買付予定価格の公

正性に関する意見（フェアネス・オピニオン）は取得していないとのことです。  

   みずほ証券による対象者株式価値の算定結果の詳細については、上記「① 対象者にお

ける独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得」をご参照ください。  

   そして、対象者は、公開買付者との間で公開買付価格その他の条件に関する協議・交渉

を継続し、その結果、公開買付者は、平成26年２月７日に、本公開買付価格を400円に引

き上げた上で本公開買付けを実施したい旨の最終提案を行ったとのことです。かかる提案

を受け、対象者は、みずほ証券の26年２月対象者株式価値算定書、鳥飼総合法律事務所か

らの法的助言を踏まえ、平成26年２月13日開催の対象者取締役会において、本公開買付け

の諸条件について、改めて慎重に協議したとのことです。その結果、対象者取締役会は、

本公開買付けの成立を前提とした安定した資本関係に基礎を置きつつ、当社との間でより

強固な提携関係を構築することが、対象者の企業価値を高め、ひいては株主価値向上に資

するものと判断し、本公開買付けに賛同する旨、および、本公開買付価格は上記のとお

り、みずほ証券による算定結果のうち、市場株価基準法、類似会社比較法及びＤＣＦ法に

基づく算定結果の上限を上回るものであり、対象者の株主の皆様に対して合理的な価格に

より対象者株式の売却機会を提供するものであると判断し、対象者の株主の皆様に対して

本公開買付けに応募することを推奨する旨を取締役全５名の全員一致により決議をしたと

のことです。また、当該取締役会に出席した監査役（監査役３名全員出席）は、いずれ

も、対象者の取締役会が本公開買付けに賛同するとともに対象者の株主の皆様に対して本

公開買付けに応募することを推奨する旨の意見を表明することについて、異議を申し述べ

ていないとのことです。なお、上記の取締役及び監査役には利害関係を有する者はおりま

せん。  

   また、対象者プレスリリースによれば、対象者は、平成18年６月29日開催の第65期定時

株主総会において「当社株式の大規模買付行為への対応方針」（買収防衛策）を導入し、

平成25年３月28日開催の第72期定時株主総会においてこれを更新しましたが、本公開買付

けに関しては、平成25年２月13日開催の対象者の取締役会においてこれを承認し、本公開

買付けが、同買収防衛策に規定する大規模買付行為には該当しないこととする旨を決議し

ているとのことです。  
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（３）【買付予定の株券等の数】 
  

 （注１） 応募株券等の総数が買付予定数の上限に満たない場合は、応募株券等の全部の買付けを行います。応募株券

等の総数が買付予定数の上限を超える場合は、その超える部分の全部または一部の買付けは行わないものと

し、法第27条の13第５項および府令第32条に規定するあん分比例の方式により、株券等の買付けに係る受渡

しその他の決済を行います。  

 （注２） 単元未満株式も本公開買付けの対象としております。なお、会社法に従って株主による単元未満株式買取請

求権が行使された場合には、対象者は法令の手続きに従い公開買付期間中に自己の株式を買い取ることがあ

ります。  

 （注３） 本公開買付けを通じて、対象者が保有する自己株式を取得する予定はありません。  

  

５【買付け等を行った後における株券等所有割合】 
  

 （注１） 「買付予定の株券等に係る議決権の数(a)」は、本公開買付けにおける買付予定の株券等の数（57,519,000

株）に係る議決権の数を記載しております。  

 （注２） 「対象者の総株主等の議決権の数(j)」は、対象者が平成25年11月11日に提出した第73期第３四半期報告書

に記載された平成25年６月30日現在の総株主の議決権の数（１単元の株式数を1,000株として記載されたも

の）です。ただし、単元未満株式も本公開買付けの対象としているため、「買付予定の株券等に係る議決権

の数の総株主等の議決権の数に占める割合」および「買付け等を行った後における株券等所有割合」の計算

においては、対象者が平成26年２月13日に公表した平成25年12月期決算短信に記載された平成25年12月31日

現在の対象者株式の発行済株式総数（108,122,646株）から、同決算短信に記載された平成25年12月31日現

在の対象者の保有する自己株式数（1,380,575株）を控除した株式数（106,742,071株）に係る議決権数

（106,742個）を「対象者の総株主等の議決権の数(j)」として計算しております。  

 （注３） 「買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合」および「買付け等を行った後

における株券等所有割合」については、小数点以下第三位を四捨五入しております。  

  

  

買付予定数  買付予定数の下限  買付予定数の上限  

57,519,000（株）  －（株）  57,519,000（株）  

区分  議決権の数  

買付予定の株券等に係る議決権の数（個）(a)  57,519  

ａのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(b)  －  

ｂのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券および株券等預託証券に係る議決権

の数（個）(c)  
－  

公開買付者の所有株券等に係る議決権の数（平成26年２月14日現在）（個）(d)  18,157  

ｄのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(e)  7,575  

ｅのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券および株券等預託証券に係る議決権

の数（個）(f)  
－  

特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成26年２月14日現在）（個）(g)  －  

ｇのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(h)  －  

ｈのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券および株券等預託証券に係る議決権

の数（個）(i)  
－  

対象者の総株主等の議決権の数（平成25年６月30日現在）（個）(j)  106,043  

買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合  

(a／j)（％）  
53.89％  

買付け等を行った後における株券等所有割合  

((a＋d＋g)／(j＋(b－c)＋(e－f)＋(h－i))×100)（％）  
66.20％  
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６【株券等の取得に関する許可等】 

（１）【株券等の種類】 

普通株式  

  

（２）【根拠法令】 

① 私的独占の禁止および公正取引の確保に関する法律  

 公開買付者は、私的独占の禁止および公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。その後の改正を含

みます。以下「独占禁止法」といいます。）第10条第２項に基づき、公正取引委員会に対し、本公開買付けによ

る株式取得（以下「本件株式取得」といいます。）に関する計画をあらかじめ届け出なければならず（以下、当

該届出を「事前届出」といいます。）、同条第８項により事前届出が受理された日から30日（短縮される場合も

あります。）を経過するまでは対象者の株式を取得することができません（以下、株式の取得が禁止される当該

期間を「取得禁止期間」といいます。）。  

 また、独占禁止法第10条第１項は、一定の取引分野における競争を実質的に制限することとなる他の会社の株

式の取得行為を禁止しており、公正取引委員会はこれに違反する行為を排除するために必要な措置を命ずること

ができます（同法第17条の２第１項。以下「排除措置命令」といいます。）。上記の事前届出が行われた場合で

公正取引委員会が排除措置命令を発令するときは、公正取引委員会は、予定する排除措置命令の内容等を名宛人

に通知しなければなりませんが（同法第49条第５項。以下「排除措置命令の事前通知」といいます。）、排除措

置命令の事前通知をしないこととした場合、その旨の通知（以下「排除措置命令を行わない旨の通知」といいま

す。）をするものとされております（私的独占の禁止および公正取引の確保に関する法律第９条から第16条まで

の規定による認可の申請、報告および届出等に関する規則（昭和28年公正取引委員会規則第１号）第９条）。  

 公開買付者は、本件株式取得に関して、平成25年６月７日に公正取引委員会に対して事前届出を行い、同日受

理されております。そして、平成25年６月17日付で公正取引委員会より排除措置命令を行わない旨の通知を受け

ており、排除措置命令の事前通知を受ける可能性のある期間は、排除措置命令の事前通知を受けることなく終了

しております。また、本件株式取得に関しては、平成25年７月７日の経過をもって、取得禁止期間は終了してお

ります。  

  

② 中国独占禁止法  

 公開買付者は、中国の独占禁止法に基づき、中華人民共和国商務部（以下「中国商務部」といいます。）に対

し、本件株式取得の前に、本件株式取得に関する事前届出を行う必要があります。中国商務部は、当該届出が受

理された日から30日の審査期間内に、本件株式取得を承認するか、より詳細な審査（以下「詳細審査」といいま

す。）を行うかの決定を行います。中国商務部が詳細審査を行う旨決定した場合は、その日から90日以内の審査

期間（但し、この審査期間は最長60日間延長される場合もあります。）内に中国商務部が本件株式取得を承認し

たとき、公開買付者は本件株式取得を実行することができます。  

 なお、本件株式取得についての事前届出は、平成25年３月13日（現地時間）付で中国商務部に提出され、平成

25年６月７日（現地時間）付で正式受理されております。その後、中国商務部は、平成25年７月７日（現地時

間）付で詳細審査を行う旨決定した上、平成25年10月５日（現地時間）付で詳細審査を延長する旨決定し、詳細

審査が行われておりましたが、公開買付者は、期間内に審査が完了しない見込みであることから、当該事前届出

を平成25年12月２日（現地時間）付で一旦取り下げ、同日付で中国商務部に本件株式取得についての事前届出を

再度提出し、当該事前届出は平成25年12月９日（現地時間）付で正式受理されております。当該審査の結果、平

成26年１月８日（現地時間）付で、中国商務部から本件株式取得を承認する文書が発出されました。公開買付者

は、平成26年１月14日に当該文書を受領し、同日付で本件株式取得の承認が下りたことを確認しております。  

  

（３）【許可等の日付及び番号】 
  

  

国または地域名  許可等をした機関の名称 許可等の日付（現地時間）  許可等の番号  

日本  公正取引委員会  

平成25年６月17日  

（排除措置命令を行わない旨の通知

を受けたことによる）  

公経企第325号  

中華人民共和国  中華人民共和国商務部  平成26年１月８日  
商反壟審査函  

2014第４号  
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７【応募及び契約の解除の方法】 

（１）【応募の方法】 

① 公開買付代理人  

野村證券株式会社  東京都中央区日本橋一丁目９番１号  

  

② 公開買付代理人の本店または全国各支店において、所定の「公開買付応募申込書」に所要事項を記載のうえ、

公開買付期間末日の15時30分までに応募してください。応募の際には、ご印鑑、本人確認書類が必要になる場合

があります。  

（注１） 野村ホームトレードを経由した応募の受付は行われません。  

なお、野村ネット＆コールにおける応募の受付は、野村ネット＆コールのウェブサイト

（https://nc.nomura.co.jp/）にて公開買付期間末日の15時30分までに応募していただくか、または

所定の「公開買付応募申込書」を野村ネット＆コール カスタマーサポートまでご請求いただき、所

要事項を記載のうえ野村ネット＆コール宛に送付してください。「公開買付応募申込書」は公開買付

期間末日の15時30分までに野村ネット＆コールに到着することを条件とします。  

  

③ 株券等の応募の受付にあたっては、応募株主等が公開買付代理人に設定した応募株主等名義の口座（以下「応

募株主等口座」といいます。）に、応募する予定の株券等が記録されている必要があります。そのため、応募す

る予定の株券等が、公開買付代理人以外の金融商品取引業者等に設定された口座に記録されている場合（対象者

の特別口座の口座管理機関であるみずほ信託銀行株式会社に設定された特別口座に記録されている場合を含みま

す。）は、応募に先立ち、応募株主等口座への振替手続を完了していただく必要があります。  

  

④ 本公開買付けにおいては、公開買付代理人以外の金融商品取引業者を経由した応募の受付は行われません。  

  

⑤ 外国の居住者であり、公開買付代理人にお取引可能な口座をお持ちでない株主等（法人株主等を含みます。以

下「外国人株主等」といいます。）の場合、日本国内の常任代理人を通じて応募してください。なお、野村ネッ

ト＆コールにおいては、外国人株主等からの応募の受付は行いません。  

  

⑥ 居住者である個人株主の場合、公開買付けにより売却された株券等にかかる売却代金と取得費との差額は、原

則として株式等の譲渡所得等に関する申告分離課税の適用対象となります。（注２）  

  

⑦ 応募株券等の全部または一部の買付けが行われないこととなった場合、買付けの行われなかった株券等は応募

株主等に返還されます。  
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（注１） ご印鑑、本人確認書類について  

公開買付代理人である野村證券株式会社に新規に口座を開設する場合、ご印鑑のほか、本人確認書類

が必要になります。また、既に口座を有している場合であっても、本人確認書類が必要な場合があり

ます。なお、本人確認書類等の詳細につきましては、公開買付代理人にお尋ねください。  

おもな本人確認書類  

個人    ＜発行から６ヶ月以内の原本＞  

住民票の写し 住民票の記載事項証明書 印鑑登録証明書  

＜有効期限内の原本＞  

健康保険証（各種） 運転免許証 住民基本台帳カード（氏名・住所・生年月日の

記載があるもの）  

福祉手帳（各種） 旅券（パスポート） 国民年金手帳（平成８年12月31日以前に

交付されたもの）  

在留カード 特別永住者証明書  

※本人確認書類は、有効期限内のものである必要があります。  

※本人確認書類は、以下の２点を確認できるものである必要があります。  

①本人確認書類そのものの有効期限 ②申込書に記載された住所・氏名・生年月

日  

※郵送でのお申込みの場合、いずれかの書類の原本かコピーをご用意ください。コ

ピーの場合は、あらためて原本の提示をお願いする場合があります。野村證券株

式会社より本人確認書類の記載住所に「取引に係る文書」を郵送し、ご本人様の

確認をさせて頂きます。  

法人    登記簿謄本 官公庁から発行された書類 等  

※本人特定事項 ①名称 ②本店または主たる事務所の所在地  

法人自体の本人確認に加え、代表者もしくは代理人・取引担当者個人（契約締結の任

に当たる者）の本人確認が必要となります。  

外国人株主 外国人（居住者を除きます。）、外国に本店または主たる事務所を有する法人の場

合、日本国政府の承認した外国政府または権限ある国際機関の発行した書類その他こ

れに類するもので、居住者の本人確認書類に準じるもの。  

野村ネット＆コールにおいて応募する場合で、新規に口座を開設する場合には、野村ネット＆コール

のウェブサイト（https://nc.nomura.co.jp/）、または野村ネット＆コール カスタマーサポートま

で口座開設キットをご請求いただき、お手続きください。口座開設には一定の期間を要しますので、

必要な期間等をご確認いただき、早めにお手続きください。  

（注２） 株式等の譲渡所得等に関する申告分離課税について（個人株主の場合）  

個人株主の方につきましては、株式等の譲渡所得等には原則として申告分離課税が適用されます。税

務上の具体的なご質問等は税理士等の専門家にご相談いただき、ご自身でご判断いただきますようお

願い申し上げます。  

  

（２）【契約の解除の方法】 

 応募株主等は、公開買付期間中においては、いつでも公開買付けに係る契約を解除することができます。契

約の解除をする場合は、公開買付期間末日の15時30分までに下記に指定する者の応募の受付を行った本店また

は全国各支店に公開買付けに係る契約の解除を行う旨の書面（以下「解除書面」といいます。）を交付または

送付してください。ただし、送付の場合は、解除書面が公開買付期間末日の15時30分までに到達することを条

件とします。なお、野村ネット＆コールにおいて応募された契約の解除は、野村ネット＆コールのウェブサイ

ト（https://nc.nomura.co.jp/）上の操作または解除書面の送付により行ってください。野村ネット＆コール

のウェブサイト上の操作による場合は当該ウェブサイトに記載される方法に従い、公開買付期間末日の15時30

分までに解除手続きを行ってください。解除書面の送付による場合は、予め解除書面を野村ネット＆コール 

カスタマーサポートに請求したうえで、野村ネット＆コール宛に送付してください。野村ネット＆コールにお

いても、解除書面が公開買付期間末日の15時30分までに到着することを条件とします。  

解除書面を受領する権限を有する者  

野村證券株式会社  東京都中央区日本橋一丁目９番１号  

（その他の野村證券株式会社全国各支店）  
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（３）【株券等の返還方法】 

 応募株主等が上記「(2）契約の解除の方法」に記載の方法により公開買付けに係る契約の解除を申し出た場

合には、解除手続終了後速やかに、後記「10 決済の方法」の「(4）株券等の返還方法」に記載の方法により

応募株券等を返還します。  

  

（４）【株券等の保管及び返還を行う金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地】 

野村證券株式会社  東京都中央区日本橋一丁目９番１号  

  

８【買付け等に要する資金】 

（１）【買付け等に要する資金等】 
  

 （注１） 「買付代金（円）(a)」欄には、買付予定数57,519,000株に１株当たりの買付価格400円を乗じた金額を記載

しております。  

 （注２） 「買付手数料(b)」欄には、公開買付代理人に支払う手数料の見積額を記載しております。  

 （注３） 「その他(c)」欄には、本公開買付けに関する公告および公開買付説明書その他必要書類の印刷費その他諸

費用につき、その見積額を記載しております。  

 （注４） その他公開買付代理人に支払われる諸経費および弁護士報酬等がありますが、その額は未定です。  

 （注５） 上記金額には消費税等は含まれておりません。  

  

（２）【買付け等に要する資金に充当しうる預金又は借入金等】 

①【届出日の前々日又は前日現在の預金】 
  

  

②【届出日前の借入金】 

イ【金融機関】 
  

  

ロ【金融機関以外】 
  

  

買付代金（円）(a)  23,007,600,000  

金銭以外の対価の種類  －  

金銭以外の対価の総額  －  

買付手数料(b)  140,000,000  

その他(c)  1,300,000  

合計(a)＋(b)＋(c)  23,148,900,000  

種類  金額（千円）  

通知預金  13,000,000  

定期預金  13,000,000  

計(a)  26,000,000  

  借入先の業種  借入先の名称等  借入契約の内容  金額（千円）  

１  －  －  －  －  

２  －  －  －  －  

計  －  

借入先の業種  借入先の名称等  借入契約の内容  金額（千円）  

－  －  －  －  

計  －  
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③【届出日以後に借入れを予定している資金】 

イ【金融機関】 
  

  

ロ【金融機関以外】 
  

  

④【その他資金調達方法】 
  

  

⑤【買付け等に要する資金に充当しうる預金又は借入金等の合計】 

26,000,000千円（(a)＋(b)＋(c)＋(d)）  

  

（３）【買付け等の対価とする有価証券の発行者と公開買付者との関係等】 

 該当事項はありません。  

  

９【買付け等の対価とする有価証券の発行者の状況】 

 該当事項はありません。  

  

１０【決済の方法】 

（１）【買付け等の決済をする金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地】 

野村證券株式会社  東京都中央区日本橋一丁目９番１号  

  

（２）【決済の開始日】 

平成26年３月26日（水曜日）  

（注） 法第27条の10第３項の規定により、対象者から公開買付期間の延長を請求する旨の記載がされた意

見表明報告書が提出された場合、決済の開始日は平成26年４月４日（金曜日）となります。  

  

（３）【決済の方法】 

 公開買付期間終了後遅滞なく、公開買付けによる買付け等の通知書を応募株主等（外国人株主等の場合は常

任代理人）の住所宛に郵送します。なお、野村ネット＆コールにおいて書面の電子交付等に承諾されている場

合には、野村ネット＆コールのウェブサイト（https://nc.nomura.co.jp/）にて電磁的方法により交付しま

す。  

 買付けは、金銭にて行います。応募株主等は公開買付けによる売却代金を、送金等の応募株主等が指示した

方法により受け取ることができます（送金手数料がかかる場合があります。）。  

  

  借入先の業種  借入先の名称等  借入契約の内容  金額（千円）  

１  －  －  －  －  

２  －  －  －  －  

計(b)  －  

借入先の業種  借入先の名称等  借入契約の内容  金額（千円）  

－  －  －  －  

計(c)  －  

内容  金額（千円）  

－  －  

計(d)  －  
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（４）【株券等の返還方法】 

 後記「11 その他買付け等の条件および方法」の「(1）法第27条の13第４項各号に掲げる条件の有無および

内容」および「(2）公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容および撤回等の開示の方法」に記載の条件に

基づき応募株券等の全部または一部を買付けないこととなった場合には、公開買付期間の末日の翌々営業日

（公開買付けの撤回等を行った場合は撤回等を行った日）以後速やかに、公開買付代理人の応募株主等口座上

で、返還すべき株券等を応募が行われた直前の記録に戻すことにより返還します（株券等を他の金融商品取引

業者等に設定した応募株主等の口座に振替える場合は、応募の受付をされた公開買付代理人の本店または全国

各支店にご確認ください。）。  

  

１１【その他買付け等の条件及び方法】 

（１）【法第27条の13第４項各号に掲げる条件の有無及び内容】 

 応募株券等の総数が買付予定数の上限（57,519,000株）に満たない場合は、応募株券等の全部の買付けを行

います。  

 応募株券等の総数が買付予定数の上限（57,519,000株）を超える場合は、その超える部分の全部または一部

の買付けは行わないものとし、法第27条の13第５項および府令第32条に規定するあん分比例の方式により、株

券等の買付けに係る受渡しその他の決済を行います（各応募株券等の数に１単元（1,000株）未満の株数の部

分がある場合、あん分比例の方式により計算される買付株数は各応募株券等の数を上限とします。）。  

 あん分比例の方式による計算の結果生じる１単元未満の株数を四捨五入して計算した各応募株主等からの買

付株数の合計が買付予定数の上限に満たない場合は、買付予定数の上限以上になるまで、四捨五入の結果切捨

てられた株数の多い応募株主等から順次、各応募株主等につき１単元（追加して１単元の買付けを行うと応募

株券等の数を超える場合は応募株券等の数までの数）の応募株券等の買付けを行います。ただし、切捨てられ

た株数の等しい複数の応募株主等全員からこの方法により買付けを行うと買付予定数の上限を超えることとな

る場合には、買付予定数の上限を下回らない範囲で、当該応募株主等の中から抽せんにより買付けを行う株主

等を決定します。  

 あん分比例の方式による計算の結果生じる１単元未満の株数を四捨五入して計算した各応募株主等からの買

付株数の合計が買付予定数の上限を超える場合は、買付予定数の上限を下回らない数まで、四捨五入の結果切

上げられた株数の多い応募株主等から順次、各応募株主等につき買付株数を１単元（あん分比例の方式により

計算される買付株数に１単元未満の株数の部分がある場合は当該１単元未満の株数）減少させるものとしま

す。ただし、切上げられた株数の等しい複数の応募株主等全員からこの方法により買付株数を減少させると買

付予定数の上限を下回ることとなる場合には、買付予定数の上限を下回らない範囲で、当該応募株主等の中か

ら抽せんにより買付株数を減少させる株主等を決定します。  

  

（２）【公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法】 

 令第14条第１項第１号イないしリおよびヲないしソ、第３号イないしチおよびヌ、並びに同条第２項第３号

ないし第６号に定める事情のいずれかが生じた場合は、本公開買付けの撤回等を行うことがあります。なお、

本公開買付けにおいて、令第14条第１項第３号ヌに定める「イからリまでに掲げる事由に準ずる事実」とは、

①対象者が過去に提出した法定開示書類について、重要な事項につき虚偽の記載があり、または記載すべき重

要な事項の記載が欠けていることが判明した場合、②対象者の重要な子会社に同号イからトまでに掲げる事実

が発生した場合をいいます。撤回等を行おうとする場合は、電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載し

ます。ただし、公開買付期間末日までに公告を行うことが困難である場合は、府令第20条に規定する方法によ

り公表し、その後直ちに公告を行います。  

  

（３）【買付け等の価格の引下げの条件の有無、その内容及び引下げの開示の方法】 

 法第27条の６第１項第１号の規定により、公開買付期間中に対象者が令第13条第１項に定める行為を行った

場合には、府令第19条第１項の規定に定める基準に従い、買付け等の価格の引下げを行うことがあります。買

付け等の価格の引下げを行おうとする場合は、電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。ただ

し、公開買付期間末日までに公告を行うことが困難である場合は、府令第20条に規定する方法により公表し、

その後直ちに公告を行います。買付け等の価格の引下げがなされた場合、当該公告が行われた日以前の応募株

券等についても、引下げ後の買付け等の価格により買付けを行います。  
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（４）【応募株主等の契約の解除権についての事項】 

 応募株主等は、公開買付期間中においては、いつでも公開買付けに係る契約を解除することができます。解

除の方法については、前記「７ 応募および契約の解除の方法」の「(2）契約の解除の方法」に記載の方法に

よるものとします。なお、公開買付者は、応募株主等による契約の解除があった場合においても、損害賠償ま

たは違約金の支払いを応募株主等に請求することはありません。また、応募株券等の返還に要する費用も公開

買付者の負担とします。  

  

（５）【買付条件等の変更をした場合の開示の方法】 

 公開買付者は、公開買付期間中、法第27条の６第１項および令第13条により禁止される場合を除き、買付条

件等の変更を行うことがあります。  

 買付条件等の変更を行おうとする場合は、その変更の内容等につき電子公告を行い、その旨を日本経済新聞

に掲載します。ただし、公開買付期間末日までに公告を行うことが困難である場合は、府令第20条に規定する

方法により公表し、その後直ちに公告を行います。買付条件等の変更がなされた場合、当該公告が行われた日

以前の応募株券等についても、変更後の買付条件等により買付けを行います。  

  

（６）【訂正届出書を提出した場合の開示の方法】 

 訂正届出書を関東財務局長に提出した場合は、直ちに、訂正届出書に記載した内容のうち、公開買付開始公

告に記載した内容に係るものを、府令第20条に規定する方法により公表します。また、直ちに公開買付説明書

を訂正し、かつ、既に公開買付説明書を交付している応募株主等に対しては訂正した公開買付説明書を交付し

て訂正します。ただし、訂正の範囲が小範囲に止まる場合には、訂正の理由、訂正した事項および訂正後の内

容を記載した書面を作成し、その書面を応募株主等に交付する方法により訂正します。  

  

（７）【公開買付けの結果の開示の方法】 

 本公開買付けの結果については、公開買付期間末日の翌日に、令第９条の４および府令第30条の２に規定す

る方法により公表します。  

  

（８）【その他】 

 本公開買付けは、直接間接を問わず、米国内においてもしくは米国に向けて行われるものではなく、また、

米国の郵便その他の州際通商もしくは国際通商の方法・手段（電話、テレックス、ファクシミリ、電子メー

ル、インターネット通信を含みますが、これらに限りません。）を使用して行われるものではなく、更に米国

内の証券取引所施設を通じて行われるものでもありません。上記方法・手段により、もしくは上記施設を通じ

て、または米国内から本公開買付けに応募することはできません。また、公開買付届出書または関連する買付

書類は米国内においてもしくは米国に向けて、または米国内から、郵送その他の方法によって送付または配布

されるものではなく、かかる送付または配布を行うことはできません。上記制限に直接または間接に違反する

本公開買付けへの応募はお受けしません。  

 本公開買付けの応募に際し、応募株主等（外国人株主等の場合は常任代理人）は公開買付代理人に対し、以

下の旨の表明および保証を行うことを求められることがあります。応募株主等が応募の時点および公開買付応

募申込書送付の時点のいずれにおいても、米国に所在していないこと。本公開買付けに関するいかなる情報

（その写しを含みます。）も、直接間接を問わず、米国内においてもしくは米国に向けて、または米国内か

ら、これを受領したり送付したりしていないこと。買付けもしくは公開買付応募申込書の署名交付に関して、

直接間接を問わず、米国の郵便その他の州際通商もしくは国際通商の方法・手段（電話、テレックス、ファク

シミリ、電子メール、インターネット通信を含みますが、これらに限りません。）または米国内の証券取引所

施設を使用していないこと。他の者の裁量権のない代理人または受託者・受任者として行動する者ではないこ

と（当該他の者が買付けに関するすべての指示を米国外から与えている場合を除きます。）。  
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第２【公開買付者の状況】 

１【会社の場合】 

（１）【会社の概要】 

①【会社の沿革】 

  

②【会社の目的及び事業の内容】 

  

③【資本金の額及び発行済株式の総数】 

  

④【大株主】 

  

  

⑤【役員の職歴及び所有株式の数】 

  

  

（２）【経理の状況】 

①【貸借対照表】  

  

②【損益計算書】  

  

③【株主資本等変動計算書】  

  

（３）【継続開示会社たる公開買付者に関する事項】 

①【公開買付者が提出した書類】  

イ【有価証券報告書およびその添付書類】  

 事業年度 第77期（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 平成25年６月27日関東財務局長に提

出  

  

ロ【四半期報告書または半期報告書】  

 事業年度 第78期第３四半期（自 平成25年10月１日 至 平成25年12月31日） 平成26年２月12日関東財

務局長に提出  

  

ハ【訂正報告書】  

 該当事項はありません。  

  

平成 年 月 日現在

氏名または名称  住所または所在地  
所有株式の数  
（千株）  

発行済株式の総数
に対する所有株式
の数の割合（％）

－  －  －  －  

－  －  －  －  

－  －  －  －  

－  －  －  －  

計  －  －  －  

平成 年 月 日現在

役名  職名  氏名  生年月日  職歴  
所有株式数 
（千株）  

－  －  －  －  －  －  

－  －  －  －  －  －  

－  －  －  －  －  －  

計  －  
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②【上記書類を縦覧に供している場所】  

株式会社村田製作所  

（京都府長岡京市東神足１丁目10番１号）  

株式会社村田製作所 東京支社  

（東京都渋谷区渋谷３丁目29番12号）  

株式会社東京証券取引所  

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）  

  

２【会社以外の団体の場合】 

 該当事項はありません。  

  

３【個人の場合】 

 該当事項はありません。  
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第３【公開買付者及びその特別関係者による株券等の所有状況及び取引状況】 

１【株券等の所有状況】 

（１）【公開買付者及び特別関係者による株券等の所有状況の合計】 

  

  

（２）【公開買付者による株券等の所有状況】 

  

  

（３）【特別関係者による株券等の所有状況（特別関係者合計）】 

 該当事項はありません。  

  

（４）【特別関係者による株券等の所有状況（特別関係者ごとの内訳）】 

 該当事項はありません。  

  

２【株券等の取引状況】 

（１）【届出日前60日間の取引状況】 

 該当事項はありません。  

  

３【当該株券等に関して締結されている重要な契約】 

 該当事項はありません。  

  

４【届出書の提出日以後に株券等の買付け等を行う旨の契約】 

 該当事項はありません。  

  

（平成26年２月14日現在）

  所有する株券等の数  
令第７条第１項第２号に
該当する株券等の数  

令第７条第１項第３号に
該当する株券等の数  

株券  10,582（個） ―（個）  ―（個）  

新株予約権証券  ―  ―  ―  

新株予約権付社債券  7,575  ―  ―  

株券等信託受益証券（   ）  ―  ―  ―  

株券等預託証券（     ）  ―  ―  ―  

合計  18,157  ―  ―  

所有株券等の合計数  18,157  ―  ―  

（所有潜在株券等の合計数）  （7,575）  （―）  （―）  

（平成26年２月14日現在）

  所有する株券等の数  
令第７条第１項第２号に
該当する株券等の数  

令第７条第１項第３号に
該当する株券等の数  

株券  10,582（個） ―（個）  ―（個）  

新株予約権証券  ―  ―  ―  

新株予約権付社債券  7,575  ―  ―  

株券等信託受益証券（   ）  ―  ―  ―  

株券等預託証券（     ）  ―  ―  ―  

合計  18,157  ―  ―  

所有株券等の合計数  18,157  ―  ―  

（所有潜在株券等の合計数）  （7,575）  ―  ―  

2014/02/14 14:38:5513973320_公開買付届出書_20140214143812

－　　－28



第４【公開買付者と対象者との取引等】 

１【公開買付者と対象者又はその役員との間の取引の有無及び内容】 

(1）公開買付者と対象者の間の取引  

  

(2）公開買付者と対象者の役員との間の取引  

 該当事項はありません。  

  

２【公開買付者と対象者又はその役員との間の合意の有無及び内容】 

(1）対象者における取締役および監査役全員の承認  

 対象者プレスリリースによれば、本公開買付けに関する意見については、平成26年２月13日開催の取締役会にお

いて、対象者の取締役全５名の全員一致により決議したとのことです。  

 対象者は、平成25年２月13日開催の対象者の取締役会において、当社と対象者の経営・技術・生産に関わる情報

を相互に開示し、両社の経営資源を有効に活用して更なる事業シナジーを創出するためには、より強固な資本関係

のもと同一グループ会社として協力していくことが必要との判断に至ったことに加え、みずほ証券から平成25年２

月12日に受領した平成25年２月対象者株式価値算定書等を踏まえたうえで、慎重な検討および協議を行った結果、

本公開買付けは対象者の企業価値を向上させるものであると判断し、対象者取締役全５名の全員一致で、本公開買

付けが実施された場合には本公開買付けに賛同する予定であるとともに、本公開買付予定価格は対象者の株主の皆

様に対して合理的な価格により対象者株式の売却機会を提供するものであると判断し、対象者の株主の皆様が本公

開買付けに応募することを推奨する予定としたい旨の決議を行ったとのことです。  

 また、当該取締役会に出席した監査役（監査役３名全員出席）は、いずれも、対象者取締役会が本公開買付けが

実施された場合には本公開買付けに賛同するとともに公開買付けが実施された場合には対象者の株主の皆様に対し

て本公開買付けに応募することを推奨する旨の意見を表明する予定であることについて、異議を申し述べていない

とのことです。ただし、本公開買付けは、上記のとおり一定の事項を条件として開始される予定であり、本公開買

付けの開始までに一定の時間がかかることが予想されるため、上記取締役会においては、本公開買付けが開始され

る時点で、改めて協議の上本公開買付けに関する意見表明を行うことをあわせて決議したとのことです。なお、上

記の取締役及び監査役には利害関係を有する者はおりません。  

 対象者プレスリリースによれば、その後、対象者は、平成26年２月３日に公開買付者より本公開買付価格その他

の条件についての協議・交渉再開の申し入れを受け、本資本業務提携合意書に基づき、公開買付者との間で本公開

買付価格その他の条件についての協議・交渉を再開したとのことです。また、対象者は、平成25年２月13日付プレ

スリリースによる本公開買付けの実施予定の公表から11ヵ月以上の期間が経過し、その後の市場環境の変化を考慮

する必要があることから、本公開買付価格の適正性を改めて判断するため、その参考資料としてみずほ証券より平

成26年２月対象者株式価値算定書を平成26年２月12日付で受領しているとのことです。なお、対象者は、みずほ証

券から本公開買付価格の公正性に関する意見（フェアネス・オピニオン）は取得していないとのことです。  

 対象者プレスリリースによれば、みずほ証券は、対象者が提供した財務情報および財務予測等に基づき、一定の

前提および条件の下で、対象者株式価値につき分析したとのことです。みずほ証券は、市場株価基準法、類似会社

比較法およびＤＣＦ法の各手法を用いて対象者の普通株式の株式価値の算定を行いました。算定書における各手法

による対象者株式の１株当たりの株式価値の算定結果は以下のとおりとのことです。  

 市場株価基準法では、平成26年２月12日を基準日として、東京証券取引所市場第一部における対象者の普通株式

の基準日株価337円、過去１ヵ月間の終値平均株価339円、過去３ヵ月間の終値平均株価344円および過去６ヵ月間

の終値平均株価341円を基に、１株当たりの株式価値の範囲を337円から344円と算定しているとのことです。  

 類似会社比較法では、上場会社の中から対象者と事業内容等が比較的類似する企業の市場株価や収益性等を示す

財務指標との比較を通じて対象者の株式価値を評価し、１株当たりの株式価値の範囲を247円から342円と分析して

いるとのことです。  

 ＤＣＦ法では、対象者の事業計画における収益や投資計画、一般に公開された情報等の諸要素等を前提として、

対象者が平成26年12月期以降において創出すると見込まれるフリー・キャッシュ・フローを、一定の割引率で現在

価値に割り引いて対象者の企業価値や株式価値を算定し、対象者普通株式の１株当たりの価値の範囲は、283円か

ら375円までと分析しているとのことです。  

決算年月  
平成23年３月期  
（第75期）  

平成24年３月期  
（第76期）  

平成25年３月期  
（第77期）  

公開買付者からの対象者に対す

る売上高（千円）  
214,499  115,407  113,429  

対象者からの公開買付者に対す

る売上高（千円）  
2,630  1,930  13,361  
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 なお、上記ＤＣＦ法の算定の基礎となる事業計画については、対象者が平成26年２月13日に公表した中期計画

（当該中期計画の詳細については、対象者の平成26年２月13日付「中期計画（2014-2016）に関するお知らせ」を

ご参照ください。）の連結数値目標の達成を前提としており、平成27年12月期においては、戦略商品の順調な拡大

による売上高の増加、自動化推進による生産性改善等によるコスト削減に加え、借入金返済等に伴う利息費用の減

少により、平成26年12月期対比で大幅な増益を見込んでいるとのことです。  

 当該事業計画においては、時代を先取りした製品開発の推進、戦略商品および車載市場向け製品に対する積極投

資の実施を見込んでいるとのことです。加えて、当社との協業による収益拡大を図ると共に、自動化による更なる

生産性向上と工場再編およびサプライチェーンマネジメントの見直し等による徹底したコスト削減を確実に実行

し、平成28年12月期に売上高440億円、営業利益率で12％を見込んでいるとのことです。  

 そして、対象者は、公開買付者との間で公開買付価格その他の条件に関する協議・交渉を継続し、その結果、公

開買付者は、平成26年２月７日に、本公開買付価格を400円に引き上げた上で本公開買付けを実施したい旨の最終

提案を行ったとのことです。かかる提案を受け、対象者は、みずほ証券の平成26年２月対象者株式価値算定書、鳥

飼総合法律事務所からの法的助言を踏まえ、平成26年２月13日開催の対象者取締役会において、本公開買付けの諸

条件について、改めて慎重に協議したとのことです。その結果、対象者取締役会は、本公開買付けの成立を前提と

した安定した資本関係に基礎を置きつつ、当社との間でより強固な提携関係を構築することが、対象者の企業価値

を高め、ひいては株主価値向上に資するものと判断し、本公開買付けに賛同する旨、および、本公開買付価格は上

記のとおり、みずほ証券による算定結果のうち、市場株価基準法、類似会社比較法及びＤＣＦ法に基づく算定結果

の上限を上回るものであり、対象者の株主の皆様に対して合理的な価格により対象者株式の売却機会を提供するも

のであると判断し、対象者の株主の皆様に対して本公開買付けに応募することを推奨する旨を取締役全５名の全員

一致により決議をしたとのことです。また、当該取締役会に出席した監査役（監査役３名全員出席）は、いずれ

も、対象者取締役会が本公開買付けに賛同するとともに対象者の株主の皆様に対して本公開買付けに応募すること

を推奨する旨の意見を表明することについて、異議を申し述べていないとのことです。なお、上記の取締役及び監

査役には利害関係を有する者はおりません。  

 また、対象者プレスリリースによれば、対象者は、平成18年６月29日開催の第65期定時株主総会において「当社

株式の大規模買付行為への対応方針」（買収防衛策）を導入し、平成25年３月28日開催の第72期定時株主総会にお

いてこれを更新しましたが、本公開買付けに関しては、平成25年２月13日開催の対象者の取締役会においてこれを

承認し、本公開買付けが、同買収防衛策に規定する大規模買付行為には該当しないこととする旨を決議していると

のことです。  

  

(2）本資本業務提携合意書  

 当社および対象者は、平成25年２月13日付で本資本業務提携合意書を締結し、また、平成26年２月13日付で本変

更合意書を締結しています。本資本業務提携合意書の概要（本変更合意書における変更内容を含みます。）は以下

のとおりです。  

(a）本資本業務提携合意書の目的と概要  

 両社は、既存資本業務提携合意書に基づく資本業務提携関係をより一層強化することにより、両社の企業価値

を最大化させることを究極の目的として、本資本業務提携合意書を締結する。両社は、資本提携強化を目的とし

て、対象者の発行する株券等に対して本公開買付けを行うことにより対象者の議決権の過半数の取得を目指すも

のとする。本公開買付けが成立した場合には、既存資本業務提携合意書において合意した業務提携の内容を、本

資本業務提携合意書に基づいてさらに強化する。既存資本業務提携合意書は本決済日をもって効力を失うものと

する。  

(b）本業務提携強化の内容  

 両社は、本公開買付けの成立を条件として、既存の業務提携を下記の内容に強化する。詳細については、両社

間で誠実に協議の上、別途取り決めを行う。  

① 既存資本業務提携合意書において合意された下記の項目の具体化  

・当社と対象者の相互協力によるパワーインダクタ販売拡大  

・次世代パワーインダクタの共同開発と販売  

・共同で新たな顧客ニーズを発掘し、その要求を満たすインダクタ関連製品を両社が連携して開発・生産・

販売していくこと。  

② 相互の販売チャンネルの有効活用  

③ 相互の事業運営の融合による事業の効率化  

④ 相互の保有する技術およびノウハウの共有とこれによる共同開発の推進  
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(c）対象者の賛同等  

① 対象者は、本公開買付けの開始が決定された場合、本公開買付けに賛同し、株主に対して応募を推奨する旨

を決議の上、当該賛同意見を公表する（同日付での適時開示による公表のほか、意見表明報告書の提出を含

む。）ものとし、これを撤回または変更しない。ただし、対象者の取締役の善管注意義務違反となる蓋然性が

高いと認められる場合にはこの限りではない。  

② 対象者は、本公開買付けを対象者の大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）における大規模買付行為か

ら除外するものとし、その旨の取締役会決議を行う。  

(d）本公開買付けの実施、対象者の義務等  

① 当社は、(ⅰ)中華人民共和国を含む国内外の競争法に基づき必要な手続および対応を完了すること、(ⅱ)対

象者の表明および保証が重要な点において真実かつ正確であること（注１）、(ⅲ)対象者の本資本業務提携合

意書に基づく義務に重大な違反が存在しないこと（注２）、(ⅳ)本公開買付けまたは本資本業務提携の実行に

重大な悪影響を及ぼす事由（重大な訴訟、行政機関または税務当局による処分等、地震等の天変地異を含むが

これらに限られない。）が起きていないこと等の諸条件が充足された場合、本公開買付けを実施する。  

② 対象者は、本決済日までの間、当社以外の第三者からの大規模買付行為に対して賛同せず、当社以外の第三

者との間で本資本業務提携またはこれに類似する取引についての勧誘、協議、交渉、合意等を行わない。ただ

し、当該行為を行わないことが対象者の取締役の善管注意義務違反となる蓋然性が高いと認められる場合には

この限りではない。  

③ 対象者は、本決済日までの間、一定の行為（新株発行等対象者株式の所有割合を希薄化させる虞のある行

為、合併等の組織再編、子会社等の買収または売却、剰余金の配当、倒産手続の申立、対象者の主要製品に係

る知的財産権等の処分、その他本公開買付けまたは本資本業務提携の実施に重大な影響を与える可能性のある

行為）については、事前に当社の承諾を得るものとする。ただし、上記行為を行わないことが、対象者の取締

役の善管注意義務違反となる蓋然性が高い場合にはこの限りではない。  

④ 当社が本公開買付けにより対象者の議決権の過半数を取得できなかった場合、当社が希望する場合には、両

社は、当社が対象者の議決権の過半数を取得するための方策について誠実に協議し、議決権の過半数の取得ま

たは追加取得に向けて商業上合理的な範囲の協力を行う。また、当社が本公開買付けにより対象者の議決権の

過半数を取得できなかった場合、対象者が希望する場合には、両社は、対象者の経営体制を含む本資本業務提

携の内容を、当社の対象者株式の保有割合に応じたものとすべく、誠実に協議するものとする。  

（注１） 本資本業務提携合意書において、対象者は、(ⅰ)対象者の設立の適法性および存続の有効性ならびに

本資本業務提携合意書の締結および履行に必要な権限の存在、(ⅱ)本資本業務提携合意書の義務の履

行に必要な社内手続の履践、(ⅲ)本資本業務提携合意書の適法かつ有効な締結、(ⅳ)本資本業務提携

合意書の法的拘束力および強制執行可能性、(ⅴ)発行済株式および新株予約権付社債の適法かつ有効

な発行、(ⅵ)対象者の財務諸表の正確性、(ⅶ)重大な影響を及ぼす紛争の不存在、(ⅷ)開示された情

報の正確性、(ⅸ)対象者の事業遂行のために必要な許認可等の有効な存続について、表明および保証

を行っております。  

（注２） 本資本業務提携合意書において、対象者が、当社の事前の同意なく、(ⅰ)新株等の発行、(ⅱ)株式の

併合または分割、(ⅲ)企業再編行為、(ⅳ)自己株式の取得または処分、(ⅴ)剰余金の配当、(ⅵ)子会

社または関連会社の買収または売却、(ⅶ)倒産手続の申立て、(ⅷ)対象者の主要製品に係る知的財産

権の処分、(ⅸ)その他本公開買付けまたは資本業務提携の実施に重大な影響を与える可能性のある行

為を行うことは、本資本業務提携合意書に基づく義務の重大な違反に該当するものとされています。

また、本資本業務提携合意書において、対象者は、(a)当社以外の第三者との間で当社との資本業務

提携又はこれに類似する取引についての勧誘、協議、交渉、合意等を一切行わない義務、(b)対象者

による表明および保証または本資本業務提携合意書上の義務違反が生じた場合の通知義務、(c)未公

表事実を認識した場合の公表義務を負っております。但し、上記の(ⅰ)から(ⅸ)及び(a)について

は、対象者の取締役の善管注意義務違反となる蓋然性が高い場合はこの限りではないと定めておりま

す。  

(e）本公開買付け後の経営体制  

① 対象者は、本公開買付け成立後最初に開催される定時株主総会または臨時株主総会において、全取締役の過

半数となる最小限の員数につき当社が指名する者を候補者とする取締役選任議案、および、当社が指名する監

査役１名を候補者とする監査役選任議案を上程するものとする。  

② 対象者は、平成26年３月開催の定時株主総会終了後、最初に開催される株主総会（臨時株主総会を含む。）

において、取締役の任期を１年に変更する旨の定款変更議案を上程するものとする。  

③ 本公開買付け成立後、対象者は、上記(d)③に記載する一定の行為については、事前に当社の承諾を得るも

のとする。ただし、上記行為を行わないことが、対象者の取締役の善管注意義務違反となる蓋然性が高い場合

にはこの限りではない。  
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(f）本公開買付け後の対象者株式の追加取得または処分  

① 当社は、本公開買付け成立後、対象者株式を追加取得する場合には、原則として事前に対象者に通知するも

のとする。ただし、本公開買付けの上限（本転換後所有割合にして66.20％）を超える追加取得については事

前に対象者の承諾を得るものとする。  

② 当社は、本公開買付け成立後１年間は、対象者の承諾なく、対象者株式につき譲渡その他の処分を行わない

ものとする。本公開買付け成立後１年経過後、対象者株式につき譲渡その他の処分（公開買付けへの応募およ

び入札による売却を除く）を行う際は、事前に対象者に通知し、対象者からの提案を含めて両社にて協議する

ものとする。  

(g）上場維持  

 両社は、合理性が認められない場合を除き、本公開買付け成立後も対象者が上場を維持することを確認する。

(h）雇用体系  

 両社は、合理性が認められない場合を除き、本公開買付け成立後も対象者における本資本業務提携合意書の締

結日時点の雇用を継続し、労働条件を維持する。  

(i）商号およびブランドの維持  

 両社は、本公開買付け成立後も、対象者が従来の商号およびブランドを維持することを確認する。ただし、当

社が対象者製品を販売する場合の当該製品のブランドについてはこの限りではない。  

(j）本資本業務提携合意の終了  

① 当社または対象者は、本決済日までの間、(ⅰ)相手方の表明保証した事項が重要な点において真実かつ正確

でない場合、(ⅱ)相手方の本資本業務提携合意書に基づく義務に重大な違反があり10営業日以内に当該違反が

是正されない場合、(ⅲ)本公開買付けの前提条件が平成26年３月末日までに充足されない場合または(ⅳ)相手

方において法的倒産手続等が開始された場合等の一定の事由が生じた場合、本資本業務提携合意書を解除する

ことができる。  

② 当社が、本公開買付けを法定の事由に従い撤回した場合、本資本業務提携合意書は当然に終了する。  

③ 当社または対象者は、本決済日以後、(ⅰ)相手方の本資本業務提携合意書に基づく義務に重大な違反があり

10営業日以内に当該違反が是正されない場合、(ⅱ)本資本業務提携の目的を達成することが不可能または著し

く困難になる事由が発生した場合、(ⅲ)相手方について法的倒産手続等が開始された場合、本資本業務提携合

意書を解除することができる。  

  

(3）本公開買付けの目的および背景並びに本公開買付け成立後の経営方針  

 当社は、村田昭により昭和19年 京都市中京区にて創業され、昭和25年に株式会社に改組し、現在、当社グルー

プは当社ならびに連結子会社79社および持分法適用関連会社１社で構成されています。当社は、「Innovator in 

Electronics®」をスローガンとして掲げ、時代とともに要求が高度化していくエレクトロニクス業界において、独

創的な製品を開発・製造・販売することで、高度情報化社会の発展に貢献してまいりました。  

 現在、当社は急成長するスマートフォン、タブレット市場等を中核市場と位置づけ、材料技術やモジュール技

術、生産技術をベースに積層セラミックコンデンサや無線モジュールといった高機能・高付加価値の部品を開発、

生産し、グローバルに販売しています。また、新興国市場での生産・販売や、自動車向けや環境・エネルギー向

け、ヘルスケア向けといった新規市場にも展開し、需要が急拡大する地域や、より参入障壁が高い事業領域におい

ても確固たる地歩を築きつつあります。  

 製品ラインアップにおいては、世界の最先端市場で要求される技術力や納入実績を持つ企業と手を組んで隣接領

域のコア技術を取り込む、いわゆる「にじみだし」戦略を採用し、小型化・省電力化・高速化に代表される顧客の

あくなき技術革新要求に新たなソリューションを提供することで、需要を創造し続けています。  

 一方、対象者は、昭和30年に株式会社東光ラジオコイル研究所として設立され、真空管式ポータブルラジオ用コ

イル、世界初のトランジスタラジオ用ＩＦＴの開発生産を開始しました。後の昭和39年に東光株式会社に社名変更

を行い、現在、対象者グループは対象者ならびに連結子会社22社で構成されています。対象者は、同じくエレクト

ロニクス業界において、中核技術として持つ磁性体材料および巻き線テクノロジーを駆使した革新的なコイルを創

出し続け、社会の発展に貢献しています。対象者の製品はテレビ、ゲーム等のＡＶ機器、携帯電話、スマートフォ

ン等の通信機器、パソコン等の情報機器、およびカーオーディオ等の車載機器に幅広く採用されております。最近

においては、他社に先駆け独創的なコイルの開発、量産化に成功し、そのコイルを採用したスマートフォン等のポ

ータブルデバイスにおいて、小型化・省エネルギー化・軽薄化を実現し、世界の主要顧客から高い評価を受けてい

ます。また、自動車向け等の新たな製品開発や用途開拓も進めています。  

 このような状況下、両社はお互いの強みを相互に活用することで社会の発展に貢献し、ひいては両社の企業価値

向上に資するべく、両社間で平成24年３月22日付で既存資本業務提携合意書を締結し、業務提携を開始しました。

また同年４月９日、当社は当該合意書に基づき、対象者から第三者割当により発行する新株および本新株予約権付

社債を引き受けました。  
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 その後両社は、①相互協力によるパワーインダクタの拡販、②次世代パワーインダクタの共同開発・販売、③顧

客ニーズの深耕と新たな製品の開発・生産・販売等について協議を重ねてまいりましたが、経営・技術・生産に関

わる情報を相互に開示し、両社の有する経営資源を有効に活用して更なる事業シナジーを創出するためには、より

強固な資本関係のもと同一グループ会社として、協力していくことが必要であるとの判断に至ったことから、両社

は平成25年２月13日付で本資本業務提携合意書を締結し、国内外の競争法に基づき一定の手続および対応等を条件

として本公開買付けを実施することを決議いたしました（本資本業務提携合意書の概要については、上記「(1）本

資本業務提携合意書」をご参照ください。）。  

 本資本業務提携合意書に基づく資本業務提携により、両社では以下のような事業シナジーの追及が可能になりま

す。  

● 対象者に期待されるシナジー  

① 当社の販売網を活用し、対象者商材をグローバルに拡販する。世界のリードカスタマーに対し、対象者商

材のマーケティング・企画・開発を行う  

② 当社が保有する、電子部品に関わる様々なコア技術・知見や、経営管理ノウハウを対象者の製品開発・製

造・品質管理・採算管理等に活用し、高機能化・高付加価値化をはかる  

③ 当社の生産設備の内製ノウハウを対象者に供与し、生産性の向上、コスト競争力の強化をはかる  

● 当社に期待されるシナジー  

① 市場で高いシェアを誇る対象者の最先端のメタルアロイ製品を武器に、両社にとっての新規顧客を開拓

し、売上拡大をはかる  

② 対象者の持つ、高度な巻き線および磁性材料技術を応用し、高機能で付加価値の高い電子部品を創出する

③ 対象者の持つ、海外ローカル人材による生産オペレーションのノウハウを共有し、生産の効率化を図る  

 本公開買付けを経て対象者は当社の上場連結子会社となる予定ですが、本公開買付け成立後も対象者は自由闊達

な企業風土を維持し、電源事業、車載事業、高周波事業で掲げられた事業戦略を引き続き推進するとともに、当社

との連携を更に深め、事業シナジーの創出と両社の企業価値向上に向け、協業を推進する予定です。  

 なお、当社は、本公開買付けの成立後、対象者に対して臨時株主総会を開催するよう要請し、かかる臨時株主総

会（平成26年夏頃までに開催予定）において、対象者の全取締役の過半数となる最小限の員数となる取締役および

監査役１名を当社より指名する予定です。  

  

(4）本公開買付価格の公正性を担保するための措置および利益相反を回避するための措置等本公開買付けの公正性を

担保するための措置  

 当社および対象者は、本公開買付けの公正性を担保する観点から、以下のような措置を実施いたしました。な

お、以下の記載のうち対象者において実施した措置については、対象者から受けた説明に基づくものです。  

① 当社による独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得  

 当社は、平成25年２月13日開催の取締役会において、本公開買付予定価格を１株当たり300円と決定いたしま

したが、その後の市場環境の変化を踏まえて、平成26年２月13日開催の取締役会において、本公開買付価格を、

平成25年２月13日付プレスリリースにおいて決定した公開買付予定価格である１株当たり300円から、400円へと

引き上げることを決定しております。かかる一連の決定に際して、当社は、野村證券に対して、財務アドバイザ

ーとしての助言を依頼し、また、ベーカー＆マッケンジー法律事務所を法務アドバイザーとして選任し、同事務

所による法的助言を得ております。  

 本公開買付予定価格の決定にあたっては、当社および対象者から独立した第三者算定機関である野村證券に対

して、対象者の株式価値の算定を依頼いたしました。野村證券は、本公開買付けにおける算定手法を検討した結

果、市場株価平均法、類似会社比較法およびＤＣＦ法の各手法を用いて対象者の株式価値の算定を行い、当社は

野村證券から平成25年２月12日に平成25年２月公開買付者株式価値算定書を取得いたしました。なお、当社は野

村證券から、本公開買付予定価格の公正性に関する意見書（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません。

 平成25年２月公開買付者株式価値算定書によると、採用した手法および当該手法に基づいて算定された対象者

株式の１株当たりの株式価値の範囲は以下のとおりです。  

市場株価平均法：207円～227円  

類似会社比較法：173円～187円  

ＤＣＦ法   ：254円～337円  

 市場株価平均法では、平成25年２月８日を算定基準日として、対象者株式の東京証券取引所市場第一部におけ

る基準日終値222円、直近１週間の終値単純平均値227円、直近１ヶ月間の終値単純平均値223円、直近３ヶ月間

の終値単純平均値212円、直近６ヶ月間の終値単純平均値207円を基に、対象者株式の１株当たりの価値の範囲

は、207円から227円までと分析しております。  

 類似会社比較法では、対象者と比較的類似する事業を手掛ける上場会社の市場株価や収益性等を示す財務指標

との比較を通じて、対象者の株式価値を算定し、対象者株式の１株当たりの価値の範囲は、173円から187円まで
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と分析しております。  

 ＤＣＦ法では、対象者の事業計画における収益や投資計画、一般に公開された情報等の諸要素等を前提とし

て、対象者が平成25年12月期以降において創出すると見込まれるフリー・キャッシュ・フローを、一定の割引率

で現在価値に割り引いて対象者の企業価値や株式価値を分析し、対象者株式の１株当たりの価値の範囲は、254

円から337円までと分析しております。なお、上記ＤＣＦ法の算定の基礎となる事業計画では、戦略商品の順調

な拡大、自動化推進による生産性改善等による売上高の増加やコスト削減効果により、大幅な増益を見込んでい

る事業年度が含まれております。  

 当社は、野村證券から取得した平成25年２月公開買付者株式価値算定書の算定結果を参考として、当社におい

て実施した対象者に対する買収監査（デュー・ディリジェンス）の結果、過去の発行者以外の者による株券等の

公開買付けの事例において買付け等の価格決定の際に付与されたプレミアムの実例、対象者の取締役会による本

公開買付けへの賛同の可否、対象者株式の市場株価の動向および本公開買付けの応募の見通し等を総合的に勘案

し、平成25年２月13日開催の取締役会において、本公開買付予定価格を１株当たり300円と決定いたしました。 

 しかしながら、平成25年２月13日付プレスリリースにおいて本公開買付けを実施する予定を公表した後、当社

は国内外の競争法に基づき、本公開買付けを開始するための必要な準備を進めてまいりましたが、対象者の市場

株価および株式市況全体について、平成25年２月13日以降一定程度の上昇が認められることを踏まえつつ、平成

25年２月13日から11ヶ月以上の期間が経過していることを勘案し、本資本業務提携合意書に基づき、平成26年２

月３日から、対象者との間で本公開買付価格その他の条件についての協議・交渉を再開いたしました。そして当

該協議・交渉の結果、当社は、平成25年２月13日以降の対象者株式の市場株価の動向、本公開買付けの応募の見

通し、過去の発行者以外の者による株券等の公開買付けの事例において買付け等の価格決定の際に付与されたプ

レミアムの実例および対象者の取締役会による本公開買付けへの賛同の可否等を総合的に勘案し、平成26年２月

13日開催の取締役会において、本公開買付価格を、平成25年２月13日付プレスリリースにおいて決定した公開買

付予定価格である１株当たり300円から、400円へと引き上げることを決定いたしました。また、当社は本公開買

付価格を再決定するにあたり、野村證券から平成26年２月12日に平成26年２月公開買付者株式価値算定書を取得

し、参考としております。なお、当社は野村證券から、本公開買付価格の公正性に関する意見書（フェアネス・

オピニオン）を取得しておりません。  

 平成26年２月公開買付者株式価値算定書によると、採用した手法および当該手法に基づいて算定された対象者

株式の１株当たりの株式価値の範囲は以下のとおりです。  

市場株価平均法：324円～344円  

類似会社比較法：279円～494円  

ＤＣＦ法   ：342円～443円  

 市場株価平均法では、平成26年２月10日を算定基準日として、対象者株式の東京証券取引所市場第一部におけ

る基準日終値332円、直近１週間の終値単純平均値324円、直近１ヶ月間の終値単純平均値339円、直近３ヶ月間

の終値単純平均値344円、直近６ヶ月間の終値単純平均値341円を基に、対象者株式の１株当たりの価値の範囲

は、324円から344円までと分析しております。  

 類似会社比較法では、対象者と比較的類似する事業を手掛ける上場会社の市場株価や収益性等を示す財務指標

との比較を通じて、対象者の株式価値を算定し、対象者株式の１株当たりの価値の範囲は、279円から494円まで

と分析しております。  

 ＤＣＦ法では、対象者の事業計画における収益や投資計画、一般に公開された情報等の諸要素等を前提とし

て、対象者が平成26年12月期以降において創出すると見込まれるフリー・キャッシュ・フローを、一定の割引率

で現在価値に割り引いて対象者の企業価値や株式価値を分析し、対象者株式の１株当たりの価値の範囲は、342

円から443円までと分析しております。  

 なお、上記ＤＣＦ法の算定の基礎となる事業計画では、戦略商品の順調な拡大、自動化推進による生産性改善

等による売上高の増加やコスト削減効果により、大幅な増益を見込んでいる事業年度が含まれております。  

 なお、本公開買付価格である１株当たり400円は、当社および対象者が本資本業務提携合意書の締結および本

公開買付けに係る公表をした平成25年２月13日の前営業日である平成25年２月12日の対象者株式の東京証券取引

所市場第一部における終値219円に対して82.65％、平成25年２月12日までの直近１週間の終値単純平均値225円

に対して77.78％、平成25年２月12日までの直近１ヶ月の終値単純平均値223円に対して79.37％、平成25年２月

12日までの直近３ヶ月の終値単純平均値213円に対して87.79％および平成25年２月12日までの直近６ヶ月の終値

単純平均値207円に対して93.24％のプレミアムを加えた金額となります。  

 また、本公開買付価格である１株当たり400円は、本公開買付けの開始についての公表日である平成26年２月

13日の前営業日である平成26年２月12日の対象者株式の東京証券取引所市場第一部における終値337円に対して

18.69％、平成26年２月12日までの直近１週間の終値単純平均値330円に対して21.21％、平成26年２月12日まで

の直近１ヶ月の終値単純平均値339円に対して17.99％、平成26年２月12日までの直近３ヶ月の終値単純平均値

344円に対して16.28％および平成26年２月12日までの直近６ヶ月の終値単純平均値341円に対して17.30％のプレ
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ミアムを加えた金額となります。  

 なお、本公開買付価格である１株当たり400円は、本書提出日の前営業日である平成26年２月13日の東京証券

取引所市場第一部における対象者株式の終値328円に対して21.95％のプレミアムを加えた金額となります。  

 また、当社は、平成24年４月９日、対象者から第三者割当により発行する普通株式10,582,000株を１株あたり

発行価額189円にて引き受けておりますが、当該発行価額はあくまで当時の市場環境を前提として決定されたに

すぎず、当該株式の取得からすでに１年10ヶ月近くの期間が経過し、株式評価の前提となる市場環境および対象

者の業績に変動が生じていることから、本公開買付価格の決定に際しては、当該発行価額は考慮しておりませ

ん。  

  

② 対象者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得  

 対象者プレスリリースによれば、対象者は当社が提示した本公開買付予定価格に対する意思決定の過程におけ

る公正性を担保すべく、そのための措置の一つとして、当社および対象者の関連当事者には該当しない、独立し

た第三者算定機関であるみずほ証券に対して、対象者の株式価値の算定を依頼し、みずほ証券より、平成25年２

月対象者株式価値算定書を平成25年２月12日に取得したとのことです（なお、対象者は、みずほ証券から本公開

買付予定価格の公正性に関する意見（フェアネス・オピニオン）は取得していないとのことです。）。  

 対象者プレスリリースによれば、みずほ証券は、対象者が提供した財務情報および財務予測等に基づき、一定

の前提および条件の下で、対象者株式価値につき分析したとのことです。みずほ証券は、市場株価基準法、類似

会社比較法およびＤＣＦ法の各手法を用いて対象者の普通株式の株式価値の算定を行ったとのことです。算定書

における各手法による対象者の株式価値の算定結果は以下のとおりとのことです。すなわち、市場株価基準法で

は、平成25年２月12日を基準日として、東京証券取引所市場第一部における対象者の普通株式の基準日株価219

円、過去１ヵ月間の終値平均株価223円、過去３ヵ月間の終値平均株価213円および過去６ヵ月間の終値平均株価

207円を基に、１株当たりの株式価値の範囲を207円から223円と算定しているとのことです。  

 類似会社比較法では、上場会社の中から対象者と事業内容等が比較的類似する企業の市場株価や収益性等を示

す財務指標との比較を通じて対象者の株式価値を評価し、１株当たりの株式価値の範囲を123円から152円と分析

しているとのことです。ＤＣＦ法では、対象者の事業計画に基づく収益予測や投資計画等、合理的と考える前提

を考慮した上で、対象者が将来生み出すと見込まれるフリー・キャッシュ・フローを事業リスクに応じた適切な

割引率で現在価値に割り引いて株式価値を評価し、１株当たりの株式価値の範囲を211円から310円までと算定し

ているとのことです。なお、上記ＤＣＦ法の算定の基礎となる平成25年12月期以降の事業計画では、戦略商品の

順調な拡大、自動化推進による生産性改善等による売上高の増加やコスト削減効果により、大幅な増益を見込ん

でいる事業年度が含まれているとのことです。  

 対象者プレスリリースによれば、その後、対象者は、平成26年２月３日に公開買付者より本公開買付価格その

他の条件についての協議・交渉再開の申し入れを受け、本資本業務提携合意書に基づき、公開買付者との間で本

公開買付価格その他の条件についての協議・交渉を再開したとのことです。また、対象者は、平成25年２月13日

付プレスリリースによる本公開買付けの実施予定の公表から11ヵ月以上の期間が経過し、その後の市場環境の変

化を考慮する必要があることから、本公開買付価格の適正性を改めて判断するため、その参考資料としてみずほ

証券より平成26年２月対象者株式価値算定書を平成26年２月12日付で受領しているとのことです。なお、対象者

は、みずほ証券から本公開買付価格の公正性に関する意見（フェアネス・オピニオン）は取得していないとのこ

とです。  

 対象者プレスリリースによれば、みずほ証券は、対象者が提供した財務情報および財務予測等に基づき、一定

の前提および条件の下で、対象者株式価値につき分析したとのことです。みずほ証券は、市場株価基準法、類似

会社比較法およびＤＣＦ法の各手法を用いて対象者の普通株式の株式価値の算定を行いました。算定書における

各手法による対象者の株式価値の算定結果は以下のとおりです。すなわち、市場株価基準法では、平成26年２月

12日を基準日として、東京証券取引所市場第一部における対象者の普通株式の基準日株価337円、過去１ヵ月間

の終値平均株価339円、過去３ヵ月間の終値平均株価344円および過去６ヵ月間の終値平均株価341円を基に、１

株当たりの株式価値の範囲を337円から344円と算定しているとのことです。  

 類似会社比較法では、上場会社の中から対象者と事業内容等が比較的類似する企業の市場株価や収益性等を示

す財務指標との比較を通じて対象者の株式価値を評価し、１株当たりの株式価値の範囲を247円から342円と分析

しているとのことです。  

 ＤＣＦ法では、対象者の事業計画における収益や投資計画、一般に公開された情報等の諸要素等を前提とし

て、対象者が平成26年12月期以降において創出すると見込まれるフリー・キャッシュ・フローを、一定の割引率

で現在価値に割り引いて対象者の企業価値や株式価値を算定し、対象者普通株式の１株当たりの価値の範囲は、

283円から375円までと分析しているとのことです。  

 なお、上記ＤＣＦ法の算定の基礎となる事業計画については、平成26年２月13日に公表した中期計画（当該中

期計画の詳細については、対象者の平成26年２月13日付「中期計画（2014-2016）に関するお知らせ」をご参照
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ください。）の連結数値目標の達成を前提としており、平成27年12月期においては、戦略商品の順調な拡大によ

る売上高の増加、自動化推進による生産性改善等によるコスト削減に加え、借入金返済等に伴う利息費用の減少

により、平成26年12月期対比で大幅な増益を見込んでいるとのことです。  

 当該事業計画においては、時代を先取りした製品開発の推進、戦略商品および車載市場向け製品に対する積極

投資の実施を見込んでいるとのことです。加えて、当社との協業による収益拡大を図ると共に、自動化による更

なる生産性向上と工場再編およびサプライチェーンマネジメントの見直し等による徹底したコスト削減を確実に

実行し、平成28年12月期に売上高440億円、営業利益率で12％を見込んでいるとのことです。  

  

③ 対象者における独立した法律事務所からの助言  

 対象者プレスリリースによれば、対象者は、意思決定の方法・過程における公正性・適正性を確保するため、

当社および対象者から独立した法務アドバイザーである鳥飼総合法律事務所から、本公開買付けに関する対象者

取締役会の意思決定の方法・過程について、法的助言を受けているとのことです。  

  

④ 対象者における取締役および監査役全員の承認  

 対象者プレスリリースによれば、本公開買付けに関する意見については、平成26年２月13日開催の取締役会に

おいて、対象者の取締役全５名の全員一致により決議したとのことです。  

 対象者は、平成25年２月13日開催の対象者の取締役会において、当社と対象者の経営・技術・生産に関わる情

報を相互に開示し、両社の経営資源を有効に活用して更なる事業シナジーを創出するためには、より強固な資本

関係のもと同一グループ会社として協力していくことが必要との判断に至ったことに加え、みずほ証券から平成

25年２月12日に受領した平成25年２月対象者株式価値算定書等を踏まえたうえで、慎重な検討および協議を行っ

た結果、本公開買付けは対象者の企業価値を向上させるものであると判断し、対象者取締役全５名の全員一致

で、本公開買付けが実施された場合には本公開買付けに賛同する予定であるとともに、本公開買付予定価格は対

象者の株主の皆様に対して合理的な価格により対象者株式の売却機会を提供するものであると判断し、対象者の

株主の皆様が本公開買付けに応募することを推奨する予定としたい旨の決議を行ったとのことです。  

 また、当該取締役会に出席した監査役（監査役３名全員出席）は、いずれも、対象者取締役会が本公開買付け

が実施された場合には本公開買付けに賛同するとともに公開買付けが実施された場合には対象者の株主の皆様に

対して本公開買付けに応募することを推奨する旨の意見を表明する予定であることについて、異議を申し述べて

いないとのことです。ただし、本公開買付けは、上記「第１ 公開買付要項」の「３ 買付け等の目的」の

「(3）本公開買付けに関する重要な合意等」に記載のとおり一定の事項を条件として開始される予定であり、本

公開買付けの開始までに一定の時間がかかることが予想されるため、上記取締役会においては、本公開買付けが

開始される時点で、改めて協議の上本公開買付けに関する意見表明を行うことをあわせて決議したとのことで

す。なお、上記の取締役及び監査役には利害関係を有する者はおりません。  

 対象者プレスリリースによれば、その後、対象者は、平成26年２月３日に公開買付者より本公開買付価格その

他の条件についての協議・交渉再開の申し入れを受け、本資本業務提携合意書に基づき、公開買付者との間で本

公開買付価格その他の条件についての協議・交渉を再開したとのことです。また、対象者は、平成25年２月13日

付プレスリリースによる本公開買付けの実施予定の公表から11ヵ月以上の期間が経過し、その後の市場環境の変

化を考慮する必要があることから、本公開買付価格の適正性を改めて判断するため、その参考資料としてみずほ

証券より平成26年２月対象者株式価値算定書を平成26年２月12日付で受領しているとのことです。なお、対象者

は、みずほ証券から本公開買付価格の公正性に関する意見（フェアネス・オピニオン）は取得していないとのこ

とです。  

 対象者プレスリリースによれば、みずほ証券は、対象者が提供した財務情報および財務予測等に基づき、一定

の前提および条件の下で、対象者株式価値につき分析したとのことです。みずほ証券は、市場株価基準法、類似

会社比較法およびＤＣＦ法の各手法を用いて対象者の普通株式の株式価値の算定を行いました。算定書における

各手法による対象者株式の１株当たりの株式価値の算定結果は以下のとおりとのことです。  

 市場株価基準法では、平成26年２月12日を算定基準日として、対象者普通株式の東京証券取引所市場第一部に

おける基準日終値337円、直近１ヶ月間の終値単純平均値339円、直近３ヶ月間の終値単純平均値344円、直近６

ヶ月間の終値単純平均値341円を基に当社対象者普通株式の１株当たりの価値の範囲は、337円から344円までと

分析しているとのことです。  

 類似会社比較法では、上場会社の中から対象者と事業内容等が比較的類似する企業の市場株価や収益性等を示

す財務指標との比較を通じて対象者の株式価値を評価し、１株当たりの株式価値の範囲を247円から342円と分析

しているとのことです。  

 ＤＣＦ法では、対象者の事業計画における収益や投資計画、一般に公開された情報等の諸要素等を前提とし

て、対象者が平成26年12月期以降において創出すると見込まれるフリー・キャッシュ・フローを、一定の割引率

で現在価値に割り引いて対象者の企業価値や株式価値を算定し、対象者普通株式の１株当たりの価値の範囲は、
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283円から375円までと分析しているとのことです。  

 なお、上記ＤＣＦ法の算定の基礎となる事業計画については、平成26年２月13日に公表した中期計画（当該中

期計画の詳細については、対象者の平成26年２月13日付「中期計画（2014-2016）に関するお知らせ」をご参照

ください。）の連結数値目標の達成を前提としており、平成27年12月期においては、戦略商品の順調な拡大によ

る売上高の増加、自動化推進による生産性改善等によるコスト削減に加え、借入金返済等に伴う利息費用の減少

により、平成26年12月期対比で大幅な増益を見込んでいるとのことです。  

 当該事業計画においては、時代を先取りした製品開発の推進、戦略商品および車載市場向け製品に対する積極

投資の実施を見込んでいるとのことです。加えて、当社との協業による収益拡大を図ると共に、自動化による更

なる生産性向上と工場再編およびサプライチェーンマネジメントの見直し等による徹底したコスト削減を確実に

実行し、平成28年12月期に売上高440億円、営業利益率で12％を見込んでいるとのことです。  

 そして、対象者は、公開買付者との間で公開買付価格その他の条件に関する協議・交渉を継続し、その結果、

公開買付者は、平成26年２月７日に、本公開買付価格を400円に引き上げた上で本公開買付けを実施したい旨の

最終提案を行ったとのことです。かかる提案を受け、対象者は、みずほ証券の平成26年２月対象者株式価値算定

書、鳥飼総合法律事務所からの法的助言を踏まえ、平成26年２月13日開催の対象者取締役会において、本公開買

付けの諸条件について、改めて慎重に協議したとのことです。その結果、対象者取締役会は、本公開買付けの成

立を前提とした安定した資本関係に基礎を置きつつ、当社との間でより強固な提携関係を構築することが、対象

者の企業価値を高め、ひいては株主価値向上に資するものと判断し、本公開買付けに賛同する旨、および、本公

開買付価格は上記のとおり、みずほ証券による算定結果のうち、市場株価基準法、類似会社比較法及びＤＣＦ法

に基づく算定結果の上限を上回るものであり、対象者の株主の皆様に対して合理的な価格により対象者株式の売

却機会を提供するものであると判断し、対象者の株主の皆様に対して本公開買付けに応募することを推奨する旨

を取締役全５名の全員一致により決議をしたとのことです。また、当該取締役会に出席した監査役（監査役３名

全員出席）は、いずれも、対象者取締役会が本公開買付けに賛同するとともに対象者の株主の皆様に対して本公

開買付けに応募することを推奨する旨の意見を表明することについて、異議を申し述べていないとのことです。

なお、上記の取締役及び監査役には利害関係を有する者はおりません。  

 また、対象者プレスリリースによれば、対象者は、平成18年６月29日開催の第65期定時株主総会において「当

社株式の大規模買付行為への対応方針」（買収防衛策）を導入し、平成25年３月28日開催の第72期定時株主総会

においてこれを更新しましたが、本公開買付けに関しては、平成25年２月13日開催の対象者の取締役会において

これを承認し、本公開買付けが、同買収防衛策に規定する大規模買付行為には該当しないこととする旨を決議し

ているとのことです。  

  

第５【対象者の状況】 

１【最近３年間の損益状況等】 

（１）【損益の状況】 

  

（２）【１株当たりの状況】 

  

決算年月  －  －  －  

売上高  －  －  －  

売上原価  －  －  －  

販売費および一般管理費  －  －  －  

営業外収益  －  －  －  

営業外費用  －  －  －  

当期純利益（当期純損失）  －  －  －  

決算年月  －  －  －  

１株当たり当期純損益  －  －  －  

１株当たり配当額  －  －  －  

１株当たり純資産額  －  －  －  
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２【株価の状況】 

  

 （注） 平成26年２月については、２月13日までのものです。  

  

３【株主の状況】 

（１）【所有者別の状況】 

  

  

（２）【大株主及び役員の所有株式の数】 

①【大株主】 

  

  

②【役員】 

  

  

（単位：円）

金融商品取引所名または
認可金融商品取引業協会
名  

東京証券取引所 市場第一部

月別  平成25年８月  ９月  10月 11月 12月 平成26年１月  ２月

最高株価  345  359  358  347  362  363  338  

最低株価  301  320  322  331  336  331  315  

平成 年 月 日現在

区分  

株式の状況（１単元の株式数  株）
単元未満株
式の状況  
（株）  

政府および
地方公共団
体  

金融機関  
金融商品取
引業者  

その他の法
人  

外国法人等
個人その他 計  

個人以外 個人

株主数（人）  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  

所有株式数（単元）  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  

所有株式数の割合  

（％）  
―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  

平成 年 月 日現在

氏名または名称  住所または所在地  
所有株式数  
（株）  

発行済株式の総数
に対する所有株式
数の割合（％）  

―  ―  ―  ―  

―  ―  ―  ―  

―  ―  ―  ―  

―  ―  ―  ―  

計  ―  ―  ―  

平成 年 月 日現在

氏名  役名  職名  
所有株式数  
（株）  

発行済株式の総数
に対する所有株式
数の割合（％）  

―  ―  ―  ―  ―  

―  ―  ―  ―  ―  

―  ―  ―  ―  ―  

―  ―  ―  ―  ―  

計  ―  ―  ―  ―  
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４【継続開示会社たる対象者に関する事項】 

（１）【対象者が提出した書類】  

①【有価証券報告書およびその添付書類】  

 事業年度 第71期（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 平成24年３月30日関東財務局長に提出

 事業年度 第72期（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日） 平成25年３月29日関東財務局長に提出

  

②【四半期報告書または半期報告書】  

 事業年度 第73期第３四半期（自 平成25年７月１日 至 平成25年９月30日） 平成25年11月11日関東財務

局長に提出  

  

③【臨時報告書】  

 該当事項はありません。  

  

④【訂正報告書】  

 該当事項はありません。  

  

（２）【上記書類を縦覧に供している場所】  

東光株式会社  

（埼玉県鶴ヶ島市大字五味ヶ谷18番地）  

株式会社東京証券取引所  

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）  

  

５【その他】 

(1）平成25年12月期通期業績予想及び配当予想の修正  

 対象者は、平成25年12月20日に「平成25年12月期通期業績予想及び配当予想の修正に関するお知らせ」を公表し

ております。当該公表内容の概要は以下のとおりです。なお、以下の当該公表内容の概要は、対象者が公表した内

容を一部抜粋したものであり、公開買付者はその正確性及び真実性について独自に検証しうる立場になく、また、

実際かかる検証を行っておりません。  

① 平成25年12月期 通期業績予想数値の修正（連結）（平成25年１月１日～平成25年12月31日）  

  

② 平成25年12月期 配当予想の修正について  

  

  売上高  営業利益  経常利益  当期純利益  
１株当たり当期
純利益  

  百万円 百万円 百万円 百万円    

前回発表予想（A）  32,400 3,100 2,800 1,900  17円80銭  

今回修正予想（B）  32,500 3,300 3,000 2,500  23円42銭  

増減額（B－A）  100 200 200 600  ―  

増減率（％）  0.3 6.5 7.1 31.6  ―  

（ご参考）前期実績  

（平成24年12月期）  
26,829 1,234 926 120  1.16  

  
年間配当金（円）  

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末  合計  

前回予想  ― ― ― 0.00  0.00  

今回修正予想  ― ― ― 3.00  3.00  

当期実績  ― ― ― ―  ―  

前期実績  

（平成24年12月期）  
― ― ― 0.00  0.00  
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(2）平成25年12月期決算短信  

 対象者は、平成26年２月13日に平成25年12月期決算短信を公表しております。当該公表に基づく、平成25年12月

期の対象者連結の損益状況等は以下のとおりです。以下の公表内容の概要は、対象者が公表した内容を一部抜粋し

たものであり、公開買付者はその正確性及び真実性について独自に検証しうる立場になく、また、実際かかる検証

を行っておりません。詳細につきましては、当該公表の内容をご参照下さい。  

① 損益の状況  

  

② １株当たりの状況  

  

会計期間  平成25年12月期  

売上高  32,700百万円  

売上原価  22,419百万円  

販売費及び一般管理費  6,924百万円  

営業外収益  252百万円  

営業外費用  358百万円  

当期純利益  2,602百万円  

会計期間  平成25年12月期  

１株あたり当期純利益  24.38円  

１株あたり配当額  3円  

2014/02/14 14:38:5513973320_公開買付届出書_20140214143812

－　　－40



【公開買付者に係る事業内容の概要及び主要な経営指標等の推移】 

  

【事業の内容】 

 当社グループ（当社および関係会社）は、コンポーネント（コンデンサ・圧電製品など）、モジュール（通信モジュ

ール・電源など）の電子部品並びにその関連製品の開発および製造販売を主たる事業として行っております。 

 各社の当該事業に係る位置付けは、次のとおりであります。 

［電子部品の製造・販売］ 

提出会社 

 当社は、各種電子部品の中間製品である半製品を生産し、国内外の生産会社へ供給しております。また、自社内お

よび関係会社で完成品まで加工した製品を、国内外のセットメーカーおよび販売会社へ販売しております。 

  

販売会社 

 販売会社は、当社および関係会社で生産された製品の販売および販売仲介を行っております。重要な販売会社であ

る米国の「Murata Electronics North America, Inc.」および中国の「Murata Company Limited」、「Murata 

Electronics Trading (Shanghai) Co., Ltd.」では、当社および関係会社で生産された製品を販売しております。 

  

生産および販売会社 

 生産および販売会社は、主に当社が供給した半製品を完成品まで加工し、製品として当社および販売会社に納入す

るとともに、当社および関係会社で生産された製品を得意先（主にセットメーカー）に販売しております。重要な生

産会社である「㈱福井村田製作所」、「㈱出雲村田製作所」、「㈱富山村田製作所」、「㈱小松村田製作所」、「㈱

金沢村田製作所」および「㈱岡山村田製作所」では、コンポーネント、モジュールを製造しております。重要な生産

および販売会社であるシンガポールの「Murata Electronics Singapore (Pte.) Ltd.」では、コンポーネントを製造

販売するとともに、当社および関係会社で生産された製品を販売しております。 

  

統括会社 

 統括会社は、当該地区でのマーケティング活動および関係会社の統括管理を行っております。重要な統括会社であ

る中国の「Murata (China) Investment Co., Ltd.」では、中華圏でのマーケティング、エンジニアリング活動およ

び中国販売会社の統括管理を行っております。重要な統括会社であるオランダの「Murata Electronics Europe 

B.V.」では、欧州地区でのマーケティング活動および欧州販売会社の統括管理を行っております。 

  

［その他］ 

 従業員の福利厚生、人材派遣、教育訓練、不動産の賃貸借および管理、施設保守・清掃、ソフトウェアの販売、電

子部品分析受託サービスの提供等に関する業務を行う関係会社があります。 
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【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社の連結財務諸表の金額については、百万円未満の端数を四捨五入して表示しております。 

３．当社の連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成しており

ます。 

４．上記の「株主資本」の金額は、米国会計原則に従った連結貸借対照表の「資本の部」の合計金額を記載して

おります。 

５．当社は、米国の「財務会計基準審議会（ＦＡＳＢ）会計基準書（ＡＳＣ）260（１株当たり利益）」を適用

しており、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が希薄化効果を有する場合には当該希薄

化効果を加味して計算しております。なお、第76期以降の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

６．１株当たり株主資本の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第４号）を適用しております。 

７．株価収益率は、大阪証券取引所市場第一部における株価に基づき算出しております。 

  

回次 第73期 第74期 第75期 第76期 第77期 

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 

売上高 百万円  523,946  530,819  617,954  584,662  681,021

税引前当期純利益 

（△損失） 
百万円  △10,319  34,658  82,062  50,931  59,534

当期純利益 百万円  3,588  24,757  53,492  30,807  42,386

包括利益（△損失） 百万円  △22,972  34,772  38,507  23,866  73,538

株主資本 百万円  784,342  800,857  821,144  808,542  860,963

総資産額 百万円  909,327  928,790  988,508  1,000,885  1,087,144

１株当たり株主資本 円  3,654.34  3,731.34  3,825.80  3,830.55  4,078.94

１株当たり当期純利益金額 円  16.48  115.35  249.23  144.35  200.81

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
円  16.48  115.35  249.23  －  －

株主資本比率 ％  86.3  86.2  83.1  80.8  79.2

株主資本利益率 ％  0.4  3.1  6.6  3.8  5.1

株価収益率 倍  229.37  46.03  24.03  33.98  34.91

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円  76,521  107,303  105,610  57,589  88,537

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円  △18,106  △93,261  △133,999  △46,487  △56,173

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円  △43,814  △22,379  △14,561  △9,148  △9,655

現金及び現金同等物の期末

残高 
百万円  117,502  108,777  63,020  65,302  90,068

従業員数 人  33,431  34,090  35,337  36,967  37,061
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(2）公開買付者の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社の財務諸表の金額については、百万円未満の端数を切捨てて表示しております。 

３．第73期、第74期及び第75期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第76期及び第77期の潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．株価収益率は、大阪証券取引所市場第一部における株価に基づき算出しております。 

  

回次 第73期 第74期 第75期 第76期 第77期 

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 

売上高 百万円  436,625  459,357  539,317  495,744  535,155

経常利益 百万円  8,056  18,598  30,319  17,921  31,195

当期純利益 百万円  5,068  16,311  24,816  17,155  30,601

資本金 百万円  69,376  69,376  69,376  69,376  69,376

発行済株式総数 千株  225,263  225,263  225,263  225,263  225,263

純資産額 百万円  398,826  399,467  405,635  384,434  397,445

総資産額 百万円  528,987  576,508  631,519  608,636  616,263

１株当たり純資産額 円  1,858.18  1,861.19  1,889.90  1,821.30  1,882.96

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当

額） 

円 
 

 

100.00

(50.00)

 

 

70.00

(35.00)

 

 

100.00

(50.00)

 

 

100.00

(50.00)

 

 

100.00

(50.00)

１株当たり当期純利益金額 円  23.27  76.00  115.62  80.39  144.98

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
円  －  －  －  －  －

自己資本比率 ％  75.4  69.3  64.2  63.2  64.5

自己資本利益率 ％  1.2  4.1  6.2  4.3  7.8

株価収益率 倍  162.44  69.87  51.81  61.02  48.35

配当性向 ％  429.7  92.1  86.5  124.4  69.0

従業員数 人  6,695  6,916  6,964  7,075  7,208
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【対象者に係る主要な経営指標等の推移】 

  

【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第70期は、決算期変更により平成22年４月１日から12月31日の９ヶ月間となっております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第68期、第70期、第71期において、１株当たり当期

純損失が計上されており、また、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、さらに、第67期、第69期

において、潜在株式は有するものの、希薄化効果を有していないため、記載しておりません。 

  

回次 第67期 第68期 第69期 第70期 第71期 第72期 

決算年月 平成20年３月平成21年３月平成22年３月平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月

売上高 (百万円)  58,827  46,100  37,986  27,477  27,277  26,829

経常利益又は経常損失

（△） 
(百万円)  172  △4,147  △199  30  △503  926

当期純利益又は当期純損

失（△） 
(百万円)  482  △9,856  93  △1,719  △2,629  120

包括利益 (百万円)  －  －  －  －  △3,565  2,076

純資産額 (百万円)  31,413  19,196  19,720  16,071  12,480  16,530

総資産額 (百万円)  59,635  47,163  40,588  39,298  31,597  36,095

１株当たり純資産額 (円)  313.18  188.69  196.20  160.69  123.45  148.29

１株当たり当期純利益金

額又は当期純損失金額

（△） 

(円)  5.01  △102.41  0.97  △17.88  △27.34  1.16

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
(円)  －  －  －  －  －  1.10

自己資本比率 (％)  50.6  38.5  46.5  39.3  37.6  43.9

自己資本利益率 (％)  1.6  △40.8  0.5  △10.0  △19.2  0.9

株価収益率 (倍)  45.67  －  154.33  －  －  188.79

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(百万円)  2,592  2,002  169  157  772  1,937

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(百万円)  △2,932  △3,671  4,908  △2,532  △1,438  △2,483

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(百万円)  1,232  775  △3,966  1,873  △335  1,485

現金及び現金同等物の期

末残高 
(百万円)  8,993  7,761  8,860  7,727  6,591  8,127

従業員数 (名)  15,999  13,185  11,680  11,354  11,218  10,618
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(2）対象者の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第70期は、決算期変更により平成22年４月１日から12月31日の９ヶ月間となっております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第67期、第68期、第70期、第71期においては、１株

当たり当期純損失が計上されており、また、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、第72期におい

ては、潜在株式は有するものの、１株当たり当期純損失を計上しているため、さらに、第69期において、潜

在株式は有するものの、希薄化効果を有していないため、記載しておりません。 

  

回次 第67期 第68期 第69期 第70期 第71期 第72期 

決算年月 平成20年３月平成21年３月平成22年３月平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月

売上高 (百万円)  46,311  35,342  30,187  22,270  19,730  21,713

経常利益又は経常損失

（△） 
(百万円)  △747  △3,719  △45  185  △1,049  297

当期純利益又は当期純損

失（△） 
(百万円)  △209  △8,769  541  △518  △2,801  △237

資本金 (百万円)  16,446  16,446  16,446  16,446  16,446  17,446

発行済株式総数 (株)  97,540,646  97,540,646  97,540,646  97,540,646  97,540,646  108,122,646

純資産額 (百万円)  30,153  21,733  22,902  22,110  18,817  20,675

総資産額 (百万円)  54,493  47,100  40,850  41,705  34,336  36,885

１株当たり純資産額 (円)  312.67  225.21  237.41  229.83  195.62  193.65

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間配当

額） 

(円) 
 －

(－)

 －

(－)

 －

(－)

 －

(－)

 －

(－)

 －

(－)

１株当たり当期純利益金

額又は当期純損失金額

（△） 

(円)  △2.18  △91.11  5.63  △5.39  △29.13  △2.28

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
(円)  －  －  －  －  －  －

自己資本比率 (％)  55.2  46.0  55.9  53.0  54.8  56.1

自己資本利益率 (％)  △0.7  △33.9  2.4  △2.3  △14.9  △1.2

株価収益率 (倍)  －  －  26.6  －  －  －

配当性向 (％)  －  －  －  －  －  －

従業員数 (名)  869  836  562  555  547  431
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